
（その１）

□ 政党 □
□ 政党の支部
□ 政治資金団体 □ その他の政治団体

□ その他の政治団体の支部

□ 2以上の都道府県の区域等 □ 同一の都道府県の区域内

□ 有 □
□ 無

事務担当者の氏名及び電話番号 □

   （    087   ）     832  －  3088

（　　　　　　）　　　　　　－　　　　　　

（　　　　　　）　　　　　　－　　　　　　

1
2

3
4

5

収　支　報　告　書
令和　　　５　　年分

（ 令 和 年 月 日 開 催 分 ）

政治資金規正法第18条の2第1項の規定に
よる政治団体

政 治 団 体 の 名 称1

（ ふ り が な ）

香川
か が わ

太郎
た ろ う

後援会
こうえんかい

政治団体の区分

政治資金規正法第19条の7第1項第2号に
係る国会議員関係政治団体

資金管理団体の指定の有無

香川　二郎
衆議院議員（候補者とな
ろうとする者）香川　太郎

国会議員関係政治団体の区分

香川　太郎資金管理団体
の届出をした
者 の 氏 名 公 職 の 種 類

公職の候補者
の 氏 名

公 職 の 種 類 衆議院議員 香川県第○区
（候補者となろうとする者）

4 会 計 責 任 者 の 氏 名

2

3

香川　花子

主たる事務所の所在地 香川県高松市番町四丁目１番10号

香川　太郎代 表 者 の 氏 名
活動区域の区分

政治資金規正法第19条の7第1項第1号に
係る国会議員関係政治団体

「資金管理団体の指定の期間」欄には、12月31日現在での資金管理団体の指定の有無にかかわらず、当該年中において一部の期間のみ資金管理団体として指定されていた場合に、その期間を記載する
こと。この場合において、当該年中に資金管理団体として指定され、その後、12月31日まで資金管理団体として指定されていたときには、資金管理団体として指定された日から12月31日まで、１月１日現在で
資金管理団体として指定されており、その後当該年中に資金管理団体の指定を取り消されたときには、１月１日から資金管理団体の指定を取り消された日まで、というように記載すること。また、１月１日から12
月31日まで通年で資金管理団体として指定されていた場合には記載を要しないこと。なお、当該年中における国会議員関係政治団体に関する特例規定の適用の有無にかかわらず、記載すること。

国会議員関係政治団体に関する特例の適用期間

令和　　　　　　年　　　　　　月　　　　　　日から
資金管理団体の指定の期間

令和　　　　　　年　　　　　　月　　　　　　日まで
令和　　　　　　年　　　　　　月　　　　　　日から
令和　　　　　　年　　　　　　月　　　　　　日まで

　「政治団体の区分」欄及び「活動区域の区分」欄の中の「□」内には、該当するものに「✔」を記入すること。
「資金管理団体の指定の有無」欄の中の「□」については、12月31日現在で資金管理団体として指定されていた場合には「有」の「□」に「✔」を記入し、12月31日現在で資金管理団体として指定されていな

かった場合には「無」の「□」に「✔」を記入すること。さらに、「資金管理団体の指定の有無」欄の中の「公職の種類」及び「資金管理団体の届出をした者の氏名」は、12月31日現在で資金管理団体として指定さ
れていた場合にのみ記載すること。この場合において、「公職の種類」には、衆議院議員、参議院議員又は地方公共団体の議会の議員若しくは長の区分により、その職については選挙区において選挙するこ
ととされている場合には当該選挙区名を付して、その職にある者にあっては「衆議院議員 香川県第○区（現職）」、その職の候補者にあっては「衆議院議員 四国選挙区（候補者）」、候補者となろうとする者
にあっては「香川県議会議員 乙郡選挙区（候補者となろうとする者）」の例により記載すること。なお、12月31日現在での国会議員関係政治団体に関する特例規定（法第19条の９の規定をいう。以下同じ。）の
適用の有無にかかわらず、記載すること。

この報告書は、毎年12月31日（解散等の場合には、その日）現在で、その年におけるすべての収入及び支出（当該政治団体のためにその代表者又は会計責任者と意思を通じてされた支出を含む。）の総
額、項目別の金額及び資産等並びに以下に掲げる事項 （これらの事項がないときは、その旨）を記載すること。

　この用紙の大きさは、日本産業規格Ａ列４番とすること。

主たる活動区域が香川県内であるときはこちらに、
他の都道府県でも活動しているときは「2以上の都
道府県の区域等」にチェックしてください。

「無」にチェックするとき（資金管理団体に指定
されていないとき）は、資金管理団体の指定の有
無中公職の種類及び資金管理団体の届出をした者

いずれかに必ずチェックして
ください。

国会議員関係政治団体の届出をしている団体は、該
当する欄にチェックをし、候補者の氏名・公職の種
類（カッコで現職、候補者又は候補者となろうとす
る者）を記入してください。
届出をしていない団体は何もチェックしないでくだ

さい。

「無」にチェックするとき（12月31日現在で資金管理
団体に指定されていないとき）は、「資金管理団体の
指定の有無」中「公職の種類」及び「資金管理団体の
届出をした者の氏名」には記入しないでください。

政治団体の収支報告につい
ては（ ）の中の日付は記
載不要です。
記入してしまった場合は二
重線を引き、その上から
（その20）に押していただ
く会計責任者のお判を押し
てください。



（その２）

収  支  の  状  況
１  収支の総括表

十億 百万 千 円 1

1 8 2 2 1 0 0 0 0
1 0 0 0 0 0 0 0 0
8 2 2 1 0 0 0 0
5 4 9 2 2 3 0 0

1 2 7 2 8 7 7 0 0

２  収入項目別金額の内訳

（１）  個人の負担する党費又は会費 2 (1)

十億 百万 千 円

1 0 0 0 0 0 0 0
2 0 0 0 0

（２）  寄                    附 (2)

ア　 寄附（イを除く。）の区分
十億 百万 千 円

5 0 7 1 0 0 0 0
0
0

1 0 0 0 0 0 0
5 1 7 1 0 0 0 0

  （寄附のうち寄附のあっせんによるもの） 8 0 0 0 0 0
イ   政   党   匿   名   寄   附 0 (3)

5 1 7 1 0 0 0 0

　政党匿名寄附については、その総額を記載すること。

員             数

金             額

合  計（ア＋イ）

 （イ） 法人その他の団体からの寄附

 （ウ） 政 治 団 体 か ら の 寄 附

 （ア） 個  人  か  ら  の  寄  附

小計（（ア）＋（イ）＋（ウ））

（う  ち  特  定  寄  附）

収入とは、 金銭、 物品、 不動産その他の財産上の利益の収受で、 法第8条の3各号に掲
げる方法による運用のために供与し、 又は交付した金銭及び有価証券の当該運用に係る当
該金銭等に相当する金銭等の収受以外のものをいい、支出とは 、金銭、 物品、 不動産その
他の財産上の利益の供与又は交付で、法第8条の3各号に掲げる方法による運用のためにす
る金銭及び有価証券の供与又は交付以外のものをいう。 なお、 金銭以外の財産上の利益に
あっては、 これを時価に見積もった金額を記載し、 その根拠を 「備考」 欄に記載すること。

金                             額

収   入   総   額

支   出   総   額

翌年への繰越額

（前年からの繰越額）

（本年の収入額）

寄附（法人その他の団体が負担する党費又は会費を含み、政党匿名寄附（寄附のうち、
法第22条の６第２項に規定する政党又は政治資金団体が街頭又は一般に公開される演
説会若しくは集会の会場において受ける匿名の寄附で１件当たりの金額が千円以下のも
のをいう。 (３)及び（その９）において同じ。）を除く。（その９）を除き、以下同じ。）について
は、「個人からの寄附」、「法人その他の団体からの寄附」又は「政治団体からの寄附」に分
類し、それぞれ項目ごとに総額を記載するものとし、寄附のうち寄附のあっせんに係るもの
については、その総額を記載すること。なお、個人からの寄附のうち、特定寄附（法第19条
の４に規定する寄附をいう。以下同じ。）については、個人からの寄附の内書としてその総
額を記載すること。また、本部又は支部から供与された交付金に係る収入は、寄附には該
当しないため、「政治団体からの寄附」に含めないこと。

個人が負担する党費又は会費については、その金額及びこれを納入した者の数を記載
すること。

（前年からの繰越額）＋（本年の収入額）

「２ 収入項目別金額の内訳」中(１)～
(６)の合計金額

（その13）の「合計」

5段とも、必ず記入してください。
（0の場合は、「0」と記入してくだ
さい。）

「金額」には、１人あたりの金額ではなく、当該政治団体にその年に支払われた党
（会）費の合計を記入してください。「員数」には、当該政治団体に所属する党
（会）員の数ではなく、その年に党（会）費を支払った人数を記入してください。

前年分収支報告書の「翌年への繰越額」

「収入総額」－「支出総額」



（その３）

   （３）  機関紙誌の発行その他の事業による収入

十億 百万 千 円

4 0 0 0 0 0
5 0 0 0 0 0 0

5 4 0 0 0 0 0
5 4 0 0 0 0 0

1
2

3   政治資金パーティーを他の政治団体と共同で開催した場合にあっては、その旨及び当該他の政治団体の名称を「備考」欄に記載すること。

「事業の種類」欄には、機関紙誌の発行及び政治資金パーティー開催事業にあっては、事業の種類を「甲機関紙」、「乙機関雑誌」、「甲政治資金パーティー開催事業」、「乙政治資金
パーティー開催事業」というように細分した上で記載し、その他の事業にあっては、「その他の開催事業」というように記載すること。

合                計

こ  の  頁  の  小  計

　機関紙誌の発行その他の事業による収入については、その事業の種類及び当該事業の種類ごとの年間の収入金額を記載すること。

R5.3.22 高松市◇町2217-19◇◇会館◇◇の間

事   業   の   種   類

機関紙「××××」
政治資金パーティー「香川太郎と語る会」開催事業

金                            額 備                       考

政治資金パーティーについては、「事業の種類」欄に「政治資金パーティー」と明記し、「備考」欄に、パーティー開催年月日及び場所を記入してください。



（その４）

   （４）  借    入    金

十億 百万 千 円

1 0 0 0 0 0 0 R5.3.2

1 0 0 0 0 0 0
1 0 0 0 0 0 0

備                       考金                            額借        入        先   

Ａ銀行（Ｂ支店）

合                計

  借入金については、借入先及び当該借入先ごとの金額を記載するものとし、その記載の方法は、例えば、「甲銀行（乙支店）」というように具体的に借入先を記載すること。

こ  の  頁  の  小  計

「備考」欄には、借入年月日を記入してください。



（その５）
   （５）  本部又は支部から供与された交付金に係る収入

年月日

十億 百万 千 円

1 0 0 0 0 0 R5.2.24 小豆郡土庄町◇◇28-１

1 0 0 0 0 0 R5.5.23

7 0 0 0 0 0 R5.6.25

1 0 0 0 0 0 0 R5.7.15

1 9 0 0 0 0 0

1 0 0 0 0 0 R5.4.18

1 0 0 0 0 0 R5.5.23

6 0 0 0 0 0 0 R5.7.14

5 0 0 0 0 0 0 R5.9.10

1 1 2 0 0 0 0 0

1 3 1 0 0 0 0 0

1 3 1 0 0 0 0 0

主たる事務所の所在地 備                       考
交 付 金 を 供 与 し た
本 部 又 は 支 部 の 名 称

金                       額

香川太郎後援会○○支部

当該政治団体の本部又は支部から供与された交付金に係る収入については、交付金を供与した本部又は支部ごとに、その名称及び主たる事務所の所在地並びに当該交付金の金額及び供与を受けた年
月日を該当欄に記載すること。

　　　　 〃

　　　　 〃

合                     計

こ  の  頁  の  小  計

　　　　　〃

　　　　　〃

     （ 小　計 ）

　　　　 〃

　　　　 〃

     （ 小　計 ）

　　　　　〃

　　　　　〃

　　　　 〃

高松市□町２-９-30

　　　　 〃

　　　　　〃

　　　　　〃

香川太郎後援会◇◇支部

同じ団体は続けて記入してください。

（注意）
この様式は、本部又は支部を持たない単独の政治団体は不要です。
よって、個人の後援会の収支報告書の場合は、政党の支部からの収入はここには含

まれません。政治団体からの寄附に該当します（様式その２及びその７）。



（その６）

   （６）  その他の収入

十億 百万 千 円

0
1 0 0 0 0 0 0
1 0 0 0 0 0 0

1

2

備                       考摘                   要

こ  の  頁  の  小  計

金                            額

   「摘要」欄には、収入の基因となった事実を「甲銀行預金利子」というように具体的に記載すること。

合                計

１件10万円未満のもの

その他の収入（個人が負担する党費又は会費、寄附、機関紙誌の発行その他の事業による収入、借入金及び本部又は支部から供与された交付金に係る収入以外の収入をいう。）に
ついては、１件当りの金額（数回にわたってされたときは、その合計金額）が10万円以上のものについて、その基因となった事実並びにその金額及び年月日を記載すること。なお、１件当
りの金額が10万円未満のものにあっては、一括してその合計金額を記載すること。

１件10万円以上のその他の収入は、「摘要」欄に、何の収入かを具体的に記入し、「備考」欄にその収入年月日を記入してください。



（その７）

   （７）  寄  附  の  内  訳 　個 人
年月日 備    考

十億 百万 千 円

1 0 0 0 0 0 0 R5.4.27

1 0 0 0 0 R5.5.17

1 0 1 0 0 0 0

7 0 0 0 0 0
R５.1.1～
R５.12.31 Ｄ㈱取締役

事務所の無償貸与□□㎡
を１年間

1 7 1 0 0 0 0

4 9 0 0 0 0 0 0

5 0 7 1 0 0 0 0
1

2

3

4
5

職業（団体にあって
は、代表者の氏名）

小豆郡土庄町×××2079-５ Ｃ町議会議員

寄附者の区分

　　 〃

住所（団体にあっては、主たる事務所
の所在地）

　　〃

（ 小 計 ）

Ｂ山　Ｂ武

寄  附  者  の  氏  名
（団体にあっては、その名称）

金                        額

Ａ村　Ａ夫

小豆郡小豆島町××2519-２

　　　　　 〃

　「その他の寄附」欄には、寄附のうち上記１により、その明細を記載したもの以外のものの合計金額を記載すること。

合                      計

こ  の  頁  の  小  計

そ  の  他  の  寄  附

同一の者からの寄附で、その金額の合計額が、年間５万円を超えるものについては、その寄附をした者ごとに、その者の氏名、住所及び職業（団体にあっては、その名称、主たる事務所の所在地及び代表者
の氏名。以下同じ。）、当該寄附の金額及び年月日並びに寄附者が上場・外資50％超会社（法第22条の5第1項本文に規定する者であって同項ただし書に規定する日本法人をいう。４において同じ。）であるとき
はその旨を該当欄に記載すること。なお、年間５万円以下の寄附についても必要に応じ報告しても差し支えないものであること。

寄附は、「個人からの寄附」、「法人その他の団体からの寄附」又は「政治団体からの寄附」に分類し、それぞれ別葉とすること。なお、「寄附者の区分」欄には、これらの区分を記載すること。また、本部又は支部
から供与された交付金に係る収入は、寄附には該当しないため、「政治団体からの寄附」に含めないこと。

個人からの寄附のうち、特定寄附については、例えば、甲野太郎が資金管理団体の届出をした者である場合には、「寄附者の氏名」欄に「 甲野太郎」というように記載すること。また、遺贈によってする寄附に
ついては、「備考」欄に「遺贈」と記載すること。
　法人その他の団体からの寄附のうち、上場・外資50％超会社からの寄附については、「備考」欄に「上場・外資50％超」というように記載すること。

個人の政治献金に対する課税上の優遇措置の適用を受ける政治団体にあっては、ここに寄附の明細
の記載がないと寄附金控除は受けられないので注意すること。

寄附者の区分ごとに、（その２）(ｱ)個人からの寄附、(ｲ)法人その他の団体からの寄附又は(ｳ)政治団体
からの寄附に一致します。

同一の者から、２回以上の寄附を受けた場合には、記入例の「Ａ村 Ａ夫」
のように、続けて記入します。その場合、１回の寄附金額が５万円以下で
あっても、年間合計額が５万円を超えていれば、そのすべての寄附について
詳細を記入します。

事務所、労務、物品などの無償提供を受けた場合は、「寄附」に該当する可
能性があります。「寄附」に該当する場合は、時価に見積もった金額を収入
に計上し、備考欄に「事務所の無償提供」などと記載してください。さらに
経理上の処理として同額を「その他の経費」として支出に計上し、支出の目
的欄には「金銭以外のものによる寄附相当分」と記載してください。

個人の政治献金に対する課税上の優遇措置の適用を受ける政治団体にあっては、ここ
に寄附の明細の記載がないと寄附金控除は受けられないのでご注意ください。



（その７）

   （７）  寄  附  の  内  訳 　政治団体
年月日 備    考

十億 百万 千 円

1 0 0 0 0 0 0 R5.10.28

1 0 0 0 0 0 0

0

1 0 0 0 0 0 0
1

2

3

4
5 　「その他の寄附」欄には、寄附のうち上記１により、その明細を記載したもの以外のものの合計金額を記載すること。

合                      計

こ  の  頁  の  小  計

そ  の  他  の  寄  附

同一の者からの寄附で、その金額の合計額が、年間５万円を超えるものについては、その寄附をした者ごとに、その者の氏名、住所及び職業（団体にあっては、その名称、主たる事務所の所在地及び代
表者の氏名。以下同じ。）、当該寄附の金額及び年月日並びに寄附者が上場・外資50％超会社（法第22条の5第1項本文に規定する者であって同項ただし書に規定する日本法人をいう。４において同じ。）
であるときはその旨を該当欄に記載すること。なお、年間５万円以下の寄附についても必要に応じ報告しても差し支えないものであること。

寄附は、「個人からの寄附」、「法人その他の団体からの寄附」又は「政治団体からの寄附」に分類し、それぞれ別葉とすること。なお、「寄附者の区分」欄には、これらの区分を記載すること。また、本部又は
支部から供与された交付金に係る収入は、寄附には該当しないため、「政治団体からの寄附」に含めないこと。

個人からの寄附のうち、特定寄附については、例えば、甲野太郎が資金管理団体の届出をした者である場合には、「寄附者の氏名」欄に「 甲野太郎」というように記載すること。また、遺贈によってする寄
附については、「備考」欄に「遺贈」と記載すること。
　法人その他の団体からの寄附のうち、上場・外資50％超会社からの寄附については、「備考」欄に「上場・外資50％超」というように記載すること。

個人の政治献金に対する課税上の優遇措置の適用を受ける政治団体にあっては、ここに寄附の
明細の記載がないと寄附金控除は受けられないので注意すること。

職業（団体にあって
は、代表者の氏名）

観音寺市△△町７-３-18 Ａ西　Ａ夫

寄附者の区分

住所（団体にあっては、主たる事務所
の所在地）

寄  附  者  の  氏  名
（団体にあっては、その名称）

金                        額

Ａ政治研究会

寄附者の区分ごとに、（その２）(ｱ)個人からの寄附、(ｲ)法人その他の団体からの寄附又は(ｳ)政治団体
からの寄附に一致します。



（その８）

   （８）  寄附のうち寄附のあっせんによるものの内訳 　個 人
提  供
年月日

集めた期間 備    考
十億 百万 千 円

8 0 0 0 0 0 R5.11.1 高松市◇◇町１-17-28 農業

8 0 0 0 0 0

0

8 0 0 0 0 0

職業（団体にあって
は、代表者の氏名）

住所（団体にあっては、主たる事務所
の所在地）

Ａ野　Ａ郎

寄附のあっせん者の区分

寄附のあっせん者の氏名
（団体にあっては、その名称）

金                        額

R5.8.31～
R5.10.31

同一の者によって寄附のあっせんをされた寄附で、その金額の合計額が年間５万円を超えるものについては、その寄附のあっせんをした者ごとに、その者の氏名、住所及び職業並びに当該寄附のあっせん
に係る寄附の金額、これを集めた期間及びこれが当該政治団体に提供された年月日を記載するものとし、記載の要領は(その７）に準じて記載すること。なお、年間５万円以下の寄附のあっせんに係る寄附に
ついても必要に応じ報告しても差し支えないものであること。

合                      計

こ  の  頁  の  小  計

そ  の  他  の  寄  附



（その９）

   （９）  政党匿名寄附の内訳

年  月  日
十億 百万 千 円

備          考政党匿名寄附を受けた場所 金                             額

政党匿名寄附については、同一の日に同一の場所で受けた寄附ごとに、その金額の合計額並びに年月日及び場所を記載するものとし、場所の記載については、「香川県高松市○○町１丁目○○駅前街
頭」、「香川県高松市○○町１丁目１番１号○○会館○○の間」というように詳細に記載すること。

こ  の  頁  の  小  計

合                計 （その２）の「イ 政党匿名寄附」と一致します。

匿名でできる寄附は、街頭又は一般に公開される演説会若しくは集会
の会場において、政党又は政治資金団体に対して行う、1,000円以下の
もののみです。



（その10）

   （10）  機関紙誌の発行その他の事業による収入のうち特定パーティーの対価に係る収入の内訳

対価の支払を
した者の数 開催年月日 備    考

十億 百万 千 円

5 0 0 0 0 0 0 300 R5.3.22
前年以前の収入：金額
10,000,000円、支払者数350人

5 0 0 0 0 0 0

5 0 0 0 0 0 0

1

2

3

対 価 に 係 る 収 入 の 金 額

香川太郎と語る会

機関紙誌の発行その他の事業による収入のうち特定パーティー（政治資金パーティーのうち、当該政治資金パーティーの対価に係る収入の金額が一千万円以上であるものをいう。以下同じ。）又は特定パー
ティーになると見込まれる政治資金パーティーの対価に係る収入がある場合には、これらのパーティーごとに、その名称、開催年月日、開催場所及び対価に係る収入の金額並びに対価の支払をした者の数を記載
すること。

特定パーティー又は特定パーティーになると見込まれる政治資金パーティーの対価に係る収入のうち、報告書に記載すべき収入があった年の前年以前において収受されたものがある場合においては、これらの
パーティーに係る「備考」欄に前年以前において収受されたものに係る収入の金額及び対価の支払をした者の数を記載すること。
　特定パーティー又は特定パーティーになると見込まれる政治資金パーティーを他の政治団体と共同で開催した場合にあっては、その旨及び当該他の政治団体の名称を「備考」欄に記載すること。

高松市◇町2217-19◇◇会館◇◇の間

開      催      場      所特定パーティーの名称

合                      計

こ  の  頁  の  小  計

（その３）で記入した金額、開催年月日、開催場所と一致させること。
当該パーティーに係る収入が前年以前にある場合には、前年分の収入金額及び支払をした者の数を「備考」欄に記入すること。



（その11）

　政治団体
年月日 備    考

十億 百万 千 円

1 5 0 0 0 0 0 R5.3.2 高松市△△町１-17-28
1 0 0 0 0 0 0 R5.3.3

2 5 0 0 0 0 0
2 5 0 0 0 0 0

1

2

政治資金パーティーの名称

住所（団体にあっては、主たる事務所
の所在地）

対価の支払をした者の氏名
（団体にあっては、その名称）

金                        額

   （11）  政治資金パーティーの対価に係る収入の内訳
対価の支払をした者の区分

香川太郎と語る会（令和5年３月22日開催分）

Ａ野 Ａ郎

Ｂ田 Ｂ一

職業（団体にあって
は、代表者の氏名）

香川県Ａ業政治連盟
Ｂ政治研究会

   一の政治資金パーティーの対価に係る収入（報告書に記載すべき収入があった年の前年以前における収入を含む。１及び様式（その12）において同じ。）のうち、同一の者からの政治資金パーティーの対
価の支払で、その金額の合計額が20万円を超えるものについては、政治資金パーティーごとに、その年における対価の支払について、当該対価の支払をした者ごとに、その者の氏名、住所及び職業並び
に当該支払われた対価の金額及び年月日を当該欄に記載するものとし、記載の要領は、政治資金パーティーごとに別葉とし、「政治資金パーティーの名称」欄には当該政治資金パーティーの名称を記載
すること。当該政治資金パーティーについて、報告書に記載すべき収入があった年の前年以前において収受された収入のうちに当該対価の支払をした者が支払をしたものがある場合においては、当該対
価の支払をした者に係る「備考」欄に前年以前において収受されたものに係る当該支払われた対価の金額及び年月日を記載すること。なお、一の政治資金パーティーに係る20万円以下の対価の支払につ
いても必要に応じ報告しても差し支えないものであること。

坂出市○○○224-13

対価の支払は、「個人からの対価の支払」、「法人その他の団体からの対価の支払」又は「政治団体からの対価の支払」に分類し、それぞれ別葉とすること。なお、「対価の支払をした者の区分」欄には、こ
れらの区分を記載すること。

合                      計

こ  の  頁  の  小  計

当該パーティーにおい
て前年以前の収入があ
る場合は、備考欄にそ
の旨を記載してくださ
い。



（その12）

　個 人
提供年月日 集めた期間 備    考

十億 百万 千 円

5 0 0 0 0 0 R5.3.3 高松市△町１-10-39 Ａ㈲取締役

5 0 0 0 0 0

5 0 0 0 0 0

香川太郎と語る会（令和5年3月22日開催分）

Ａ川　Ａ昭
R5.3.2～
R5.3.3

   （12）  政治資金パーティーの対価に係る収入のうち対価の支払のあっせんによるものの内訳

対価の支払のあっせん者の区分

政 治 資 金 パ ー テ ィ ー の 名 称

一の政治資金パーティーの対価に係る収入のうち、同一の者によって対価の支払のあっせんをされたもので、その金額の合計額が20万円を超えるものについては、対価の支払のあっせんをした者ごとに、
その者の氏名、住所及び職業並びに当該対価の支払のあっせんに係る金額、これを集めた期間及びこれが当該政治団体に提供された年月日を記載するものとし、記載の要領は（その11）に準じて記載する
こと。なお、一の政治資金パーティーに係る20万円以下の対価の支払のあっせんについても必要に応じ報告しても差し支えないものであること。

職業（団体にあって
は、代表者の氏名）

住所（団体にあっては、主たる事務所
の所在地）

合                      計

こ  の  頁  の  小  計

対価の支払のあっせん者の氏名
（団体にあっては、その名称）

金                    額



（その13）

３  支出項目別金額の内訳

（１）  支  出  の  総  括  表

１   経  常  経  費
十億 百万 千 円

4 0 0 0 0 0 0

5 0 0 0 0 0

1 0 0 0 0 0 0  

5 0 0 0 0 0 0

1 0 5 0 0 0 0 0

3 4 7 1 0 3 0 0

2 1 0 0 0 0

3 2 8 2 0 0 0
ア　機関紙誌の発行事業費 8 5 0 0 0 0

ウ　政治資金パーティー開催事業費 1 5 0 0 0 0 0
エ　その他の事業費 5 3 0 0 0 0

1 0 0 0 0 0

5 4 2 0 0 0 0

7 0 0 0 0 0

4 4 4 2 2 3 0 0

政治団体の職員（機関紙誌の発行その他の事業に従事する者を
除く。）に支払われる給料、報酬、扶養手当・通勤手当・住居手当
その他の諸手当の類及び健康保険料・労働保険料その他の各種
保険料の類をいう。
電気、ガス、水道の使用料及びこれらの計器使用料等をいう。
机、椅子、ロッカー、複写機、自動車（事務所用に限る。）等の備
品の類及び事務用用紙、封筒、鉛筆、インク、事務服、新聞、雑
誌、ガソリン等の消耗品の類の購入費をいう。
事務所の借料損料（地代、家賃）、公租公課、火災保険料等の各
種保険料、電話使用料、切手購入費、修繕料その他これらに類
する経費で事務所の維持に通常必要とされるものをいう。

当該政治団体の組織活動に要する経費（選挙に関するものを除
く。）で、例えば、大会費、行事費、組織対策費、渉外費、交際費
の類をいう。
選挙に関して支出される経費で、例えば、公認推薦料、陣中見舞
その他選挙に関して行われる政治活動に要する経費の類をいう。

機関紙誌の発行事業に従事する者に支払われる給与、材料費、
印刷費、荷造発送費、原稿料その他機関紙誌の発行に要する経
費をいう。
機関紙誌の発行以外の政策の普及宣伝に要する経費（選挙に関
するものを除く。）で、例えば、遊説費、新聞・ラジオ・テレビの広告
料、ポスター・ビラ・パンフレットの作成費、宣伝用自動車の購入・
維持費の類をいう。
政治資金パーティーの開催に要する経費で、例えば、会場借上
費、記念品代、講演諸経費の類をいう。

上記のア、イ及びウ以外の諸事業に要する経費をいう。

政治活動のために行う調査研究に要する経費で、例えば、研修
会費、資料費、書籍購入費、翻訳代の類をいう。
政治活動に関する寄附、賛助金、当該政治団体の本部又は支部
に対して供与した交付金、負担金の類をいう。
その他上記以外の政治活動に要する経費をいう。

合                計

すべての支出は、次の分類基準により、経常経費及び政治活動費に分類し、さらに経常経費にあっては、人件費、
光熱水費、備品・消耗品費及び事務所費に分類し、政治活動費にあっては、組織活動費、選挙関係費、機関紙誌の
発行その他の事業費、調査研究費、寄附・交付金及びその他の経費に分類した上で、これらの項目ごとに年間の支出
金額を記載すること。この場合、当該政治団体の本部又は支部に対して供与した交付金に係る支出については、これ
らの項目ごとにその額を「備考」欄に併せて記載すること。

1

2

経常経費
(1) 人件費

(2) 光熱水費
(3) 備品・消耗
　　品費

(4) 事務所費

政治活動費
(1) 組織活動費

(2) 選挙関係費

(3) 機関紙誌の
　　発行その他
　　の事業費
　ア　機関紙誌
　　　の発行事
　　　業費
　イ　宣伝事業
　　　費

　ウ　政治資金
　　　パーティ
　　　－開催事
　　　業費
　エ　その他の
　　　事業費
(4) 調査研究費

(5) 寄附・交付
　　金
(6) その他の経
　　費

820,000

（３） 機関紙誌の発行その他の事業費

備          考

小              計

（５） 寄附 ・ 交付金

項                目 金                             額

（４） 調 査 研 究 費

（３） 備品・消耗品費

（１） 人     件    費

5 4 9 2

（２） 光  熱  水  費

（４） 事  務  所  費

２   政 治 活 動 費

（１） 組 織 活 動 費

4

小                計

（２） 選 挙 関 係 費

（６） その他の経費

イ　宣伝事業費 0 2 0

2 3

820,000

0

820,00000

0

支出先が当該政治団体の本部又は支部となっているものは、すべて、各
支出項目ごとにその合計額を「備考」欄に併せて記載してください。



（その14）

   （２）  経常経費（人件費を除く。）の内訳 　光熱水費
年 月 日 備    考

十億 百万 千 円

5 5 0 0 0 R5.5.9 ○○ガス㈱ 高松市◇◇町689-11

5 5 0 0 0 R5.6.9 　　〃 　　　　〃

5 5 0 0 0 R5.7.9 　　〃 　　　　〃

5 5 0 0 0 R5.8.9 　　〃 　　　　〃
5 5 0 0 0 R5.9.9 　　〃 　　　　〃

5 5 0 0 0 R5.10.9 　　〃 　　　　〃

5 5 0 0 0 R5.11.9 　　〃 　　　　〃

5 5 0 0 0 R5.12.9 　　〃 　　　　〃

4 4 0 0 0 0

6 0 0 0 0

5 0 0 0 0 0
1

2

3

支出を受けた者の住所（団体にあって
は、主たる事務所の所在地）

ガスの使用料

　　 〃

　　 〃

金                        額

　　 〃

   支出を受けた者の氏名
（団体にあっては、その名称）

「その他の支出」欄には、１件当りの金額が、資金管理団体として指定されていた期間（国会議員関係政治団体に関する特例規定が適用されていた期間を除く。）に行った支出にあっては５万円未満の支
出を、国会議員関係政治団体に関する特例規定が適用されていた期間に行った支出にあっては１万円以下の支出を、一括してその合計金額を記載すること。

その他の支出

合            計

この頁の小計

 

「支出の目的」欄には、光熱水費にあっては、例えば、「電気の使用料」、「ガスの使用料」、「水道の使用料」、備品・消耗品費にあっては、例えば、「机の購入費」、「事務所用自動車の購入費」、「事務用
用紙の購入費」、「新聞購読料」、「ガソリン代」、事務所費にあっては、例えば、「事務所の借料損料」、「公租公課」、「火災保険料」、「電話使用料」、「切手購入費」、「修繕料」というように、当該支出の目的
を具体的に記載すること。

　人件費以外の経常経費は、（その13）の１の(２)から（４）までの基準により分類し、「項目別区分」欄には、「光熱水費」、「備品・消耗品費」、「事務所費」というように、項目別の区分を記載し、それぞれ別葉と
すること。

項 目 別 区 分

　　 〃

　　 〃

支 出 の 目 的

　　 〃

　　 〃

●国会議員関係政治団体は、１件１万円を超える支出についての詳細をここに記入し、それを証明する領収書等の写しを提出します。領収書等は、収支報告書
に記載してある順に並べ、重ならないよう整理して提出してください。また、領収書等の内容とここに記載されている内容を照合し、一致していることを
確認してください。

●資金管理団体は、１件５万円以上の支出についての詳細をここに記入し、それを証明する領収書等の写しを提出します。領収書等は、収支報告書に記載して
ある順に並べ、重ならないよう整理して提出してください。また、領収書等の内容とここに記載されている内容を照合し、一致していることを確認してくだ
さい。

※領収書等の写しは、当該領収書等を複写機によりＡ４サイズの用紙に複写したものをご提出ください。

項目別区分ごとに、（その13）の各項目の金額と一致します。

●国会議員関係政治団体は、１件１万円以下の支出について、こちらに合計金額を記入してく
ださい。

●資金管理団体は、１件５万円未満の支出についてはこちらに合計金額を記入してください。



（その14）

   （２）  経常経費（人件費を除く。）の内訳 　備品・消耗品費
年 月 日 備    考

十億 百万 千 円

8 0 0 0 0 R5.1.15 ○○○○ビジネス㈱高松市△△町689-11

7 2 0 0 0 0 R5.5.28 ××㈱××支社 坂出市◇◇町１-18-20

8 0 0 0 0 0

2 0 0 0 0 0

1 0 0 0 0 0 0
1

2

3

項 目 別 区 分

支 出 の 目 的

新聞購読料

「その他の支出」欄には、１件当りの金額が、資金管理団体として指定されていた期間（国会議員関係政治団体に関する特例規定が適用されていた期間を除く。）に行った支出にあっては５万円未満の支
出を、国会議員関係政治団体に関する特例規定が適用されていた期間に行った支出にあっては１万円以下の支出を、一括してその合計金額を記載すること。

その他の支出

合            計

「支出の目的」欄には、光熱水費にあっては、例えば、「電気の使用料」、「ガスの使用料」、「水道の使用料」、備品・消耗品費にあっては、例えば、「机の購入費」、「事務所用自動車の購入費」、「事務用用
紙の購入費」、「新聞購読料」、「ガソリン代」、事務所費にあっては、例えば、「事務所の借料損料」、「公租公課」、「火災保険料」、「電話使用料」、「切手購入費」、「修繕料」というように、当該支出の目的を
具体的に記載すること。

 

人件費以外の経常経費は、（その13）の１の(２)から（４）までの基準により分類し、「項目別区分」欄には、「光熱水費」、「備品・消耗品費」、「事務所費」というように、項目別の区分を記載し、それぞれ別葉と
すること。

支出を受けた者の住所（団体にあって
は、主たる事務所の所在地）

事務用用紙の購入
費

金                        額
   支出を受けた者の氏名

（団体にあっては、その名称）

この頁の小計 ●国会議員関係政治団体は、１件１万円以下の支出について、こちらに合計金額を記入してく
ださい。

●資金管理団体は、１件５万円未満の支出についてはこちらに合計金額を記入してください。

項目別区分ごとに、（その13）の各項目の金額と一致します。

●国会議員関係政治団体は、１件１万円を超える支出についての詳細をここに記入し、それを証明する領収書等の写しを提出します。領収書等は、収支報告書
に記載してある順に並べ、重ならないよう整理して提出してください。また、領収書等の内容とここに記載されている内容を照合し、一致していることを
確認してください。

●資金管理団体は、１件５万円以上の支出についての詳細をここに記入し、それを証明する領収書等の写しを提出します。領収書等は、収支報告書に記載して
ある順に並べ、重ならないよう整理して提出してください。また、領収書等の内容とここに記載されている内容を照合し、一致していることを確認してくだ
さい。

※領収書等の写しは、当該領収書等を複写機によりＡ４サイズの用紙に複写したものをご提出ください。



（その14）

   （２）  経常経費（人件費を除く。）の内訳 　事務所費
年 月 日 備    考

十億 百万 千 円

1 0 0 0 0 0 R5.1.9 Ａ海上火災保険 小豆郡小豆島町○○○168-2

4 8 4 0 0 0 0 R5.12.28 Ｂ㈱ 高松市×町２-９-30

4 9 4 0 0 0 0

6 0 0 0 0

5 0 0 0 0 0 0
1

2

3

項 目 別 区 分

支 出 の 目 的

事務所の賃借料

「その他の支出」欄には、１件当りの金額が、資金管理団体として指定されていた期間（国会議員関係政治団体に関する特例規定が適用されていた期間を除く。）に行った支出にあっては５万円未満の支
出を、国会議員関係政治団体に関する特例規定が適用されていた期間に行った支出にあっては１万円以下の支出を、一括してその合計金額を記載すること。

その他の支出

合            計

「支出の目的」欄には、光熱水費にあっては、例えば、「電気の使用料」、「ガスの使用料」、「水道の使用料」、備品・消耗品費にあっては、例えば、「机の購入費」、「事務所用自動車の購入費」、「事務用用
紙の購入費」、「新聞購読料」、「ガソリン代」、事務所費にあっては、例えば、「事務所の借料損料」、「公租公課」、「火災保険料」、「電話使用料」、「切手購入費」、「修繕料」というように、当該支出の目的を
具体的に記載すること。

 

人件費以外の経常経費は、（その13）の1の(2)から（4）までの基準により分類し、「項目別区分」欄には、「光熱水費」、「備品・消耗品費」、「事務所費」というように、項目別の区分を記載し、それぞれ別葉と
すること。

支出を受けた者の住所（団体にあって
は、主たる事務所の所在地）

火災保険金

金                        額
   支出を受けた者の氏名

（団体にあっては、その名称）

この頁の小計 ●国会議員関係政治団体は、１件１万円以下の支出について、こちらに合計金額を記入してく
ださい。

●資金管理団体は、１件５万円未満の支出についてはこちらに合計金額を記入してください。

項目別区分ごとに、（その13）の各項目の金額と一致します。

●国会議員関係政治団体は、１件１万円を超える支出についての詳細をここに記入し、それを証明する領収書等の写しを提出します。領収書等は、収支報告書
に記載してある順に並べ、重ならないよう整理して提出してください。また、領収書等の内容とここに記載されている内容を照合し、一致していることを
確認してください。

●資金管理団体は、１件５万円以上の支出についての詳細をここに記入し、それを証明する領収書等の写しを提出します。領収書等は、収支報告書に記載して
ある順に並べ、重ならないよう整理して提出してください。また、領収書等の内容とここに記載されている内容を照合し、一致していることを確認してくだ
さい。

※領収書等の写しは、当該領収書等を複写機によりＡ４サイズの用紙に複写したものをご提出ください。



（その15）

   （３）  政 治 活 動 費 の 内 訳 　組織活動費 （　　　　　　大会費　　　　　　）

年 月 日 備    考

十億 百万 千 円

6 0 0 0 0 0 R5.4.27 Ａホテル 高松市□□町５-３-105

6 0 0 0 0 0
9 0 0 0 0 0

1 5 0 0 0 0 0
1

2

3
(1)
(2)
(3)

   支出を受けた者の氏名
（団体にあっては、その名称）

項 目 別 区 分

支出を受けた者の住所（団体にあって
は、主たる事務所の所在地）

会場借上費

金                        額支 出 の 目 的

この頁の小計

「その他の支出」欄には、１件当たりの金額が、国会議員関係政治団体に関する特例規定が適用されていた期間に行った支出にあっては１万円以下の支出を、国会議員関係政治団体に関する特例規
定が適用されていなかった期間に行った支出にあっては５万円未満の支出を、一括してその合計金額を記載すること。

政治活動費については、１件当りの金額 （数回にわたってされたときは、その合計金額）が、国会議員関係政治団体に関する特例規定が適用されていた期間に行った支出にあっては１万円を超える支出
について、国会議員関係政治団体に関する特例規定が適用されていなかった期間に行った支出にあっては５万円以上の支出について、その支出を受けた者の氏名及び住所（団体にあっては、その名称及
び主たる事務所の所在地）並びに当該支出の目的、金額及び年月日を次の例により記載すること。

政治活動費は、（その13）の２の(１)から(６)までの基準により分類し、さらに費目ごとに、組織活動費にあっては、例えば、「大会費」、「行事費」、「組織対策費」、「渉外費」、「交際費」、選挙関係費にあって
は、例えば、「公認推薦料」、「陣中見舞」、機関紙誌の発行事業費にあっては、例えば、「給与」、「材料費」、「印刷費」、「荷造発送費」、「原稿料」、宣伝事業費にあっては、例えば、「遊説費」、「新聞・ラジ
オ・テレビの広告料」、「ポスター・ビラ・パンフレットの作成費」、「宣伝用自動車の購入・維持費」、政治資金パーティー開催事業費にあっては、例えば「甲政治資金パーティー開催事業費」、「乙政治資金
パーティー開催事業費」、調査研究費にあっては、例えば、「研修会費」、「資料費」、「書籍購入費」、「翻訳代」、寄附・交付金にあっては、「寄附金」、「賛助金」、「支部交付金」、「負担金」というように、適
宜、小分類し、それぞれ別葉とすること。

　「項目別区分」欄には、「組織活動費（大会費）」というように小分類した費目まで記載すること。

その他の支出

合            計  

  記載の要領については、次のとおりとすること。

　「支出の目的」欄には、当該支出の目的を「会場借上費」、「弁当代」、「タクシー代」というように具体的に記載すること。

●国会議員関係政治団体は、１件１万円以下の支出について、こちらに合計金額を記入してください。
●その他の政治団体は、１件５万円未満の支出についてはこちらに合計金額を記入してください。

このページに記入す
る経費の小分類を、
記載要領を参考に、
必ず記入してくださ
い。

●国会議員関係政治団体は、１件１万円を超える支出についての詳細をここに記入し、それを証明する領収書等の写しを提出します。領収書等は、収支報告書
に記載してある順に並べ、重ならないよう整理して提出してください。また、領収書等の内容とここに記載されている内容を照合し、一致していることを
確認してください。

●その他の政治団体は、１件５万円以上の支出についての詳細をここに記入し、それを証明する領収書等の写しを提出します。領収書等は、収支報告書に記載
してある順に並べ、重ならないよう整理して提出してください。また、領収書等の内容とここに記載されている内容を照合し、一致していることを確認して
ください。

※領収書等の写しは、当該領収書等を複写機によりＡ４サイズの用紙に複写したものをご提出ください。



（その15）

   （３）  政 治 活 動 費 の 内 訳 　組織活動費 （　　　　　　行事費　　　　　　）

年 月 日 備    考

十億 百万 千 円

1 0 0 0 0 0 0 R5.4.13 ㈱Ｂ店 仲多度郡まんのう町□□824

1 0 0 0 0 0 0
3 0 0

1 0 0 0 3 0 0
1

2

3
(1)
(2)
(3)

　「支出の目的」欄には、当該支出の目的を「会場借上費」、「弁当代」、「タクシー代」というように具体的に記載すること。
「その他の支出」欄には、１件当たりの金額が、国会議員関係政治団体に関する特例規定が適用されていた期間に行った支出にあっては１万円以下の支出を、国会議員関係政治団体に関する特例規

定が適用されていなかった期間に行った支出にあっては５万円未満の支出を、一括してその合計金額を記載すること。

政治活動費については、１件当りの金額 （数回にわたってされたときは、その合計金額）が、国会議員関係政治団体に関する特例規定が適用されていた期間に行った支出にあっては１万円を超える支出
について、国会議員関係政治団体に関する特例規定が適用されていなかった期間に行った支出にあっては５万円以上の支出について、その支出を受けた者の氏名及び住所（団体にあっては、その名称及
び主たる事務所の所在地）並びに当該支出の目的、金額及び年月日を次の例により記載すること。

政治活動費は、（その13）の２の(1)から(6)までの基準により分類し、さらに費目ごとに、組織活動費にあっては、例えば、「大会費」、「行事費」、「組織対策費」、「渉外費」、「交際費」、選挙関係費にあって
は、例えば、「公認推薦料」、「陣中見舞」、機関紙誌の発行事業費にあっては、例えば、「給与」、「材料費」、「印刷費」、「荷造発送費」、「原稿料」、宣伝事業費にあっては、例えば、「遊説費」、「新聞・ラジ
オ・テレビの広告料」、「ポスター・ビラ・パンフレットの作成費」、「宣伝用自動車の購入・維持費」、政治資金パーティー開催事業費にあっては、例えば「甲政治資金パーティー開催事業費」、「乙政治資金
パーティー開催事業費」、調査研究費にあっては、例えば、「研修会費」、「資料費」、「書籍購入費」、「翻訳代」、寄附・交付金にあっては、「寄附金」、「賛助金」、「支部交付金」、「負担金」というように、適
宜、小分類し、それぞれ別葉とすること。

　「項目別区分」欄には、「組織活動費（大会費）」というように小分類した費目まで記載すること。

その他の支出

合            計  

  記載の要領については、次のとおりとすること。

この頁の小計

   支出を受けた者の氏名
（団体にあっては、その名称）

項 目 別 区 分

支出を受けた者の住所（団体にあって
は、主たる事務所の所在地）

会場借上費

支 出 の 目 的 金                        額

●国会議員関係政治団体は、１件１万円以下の支出について、こちらに合計金額を記入してください。
●その他の政治団体は、１件５万円未満の支出についてはこちらに合計金額を記入してください。

このページに記入す
る経費の小分類を、
記載要領を参考に、
必ず記入してくださ
い。●国会議員関係政治団体は、１件１万円を超える支出についての詳細をここに記入し、それを証明する領収書等の写しを提出します。領収書等は、収支報告書

に記載してある順に並べ、重ならないよう整理して提出してください。また、領収書等の内容とここに記載されている内容を照合し、一致していることを
確認してください。

●その他の政治団体は、１件５万円以上の支出についての詳細をここに記入し、それを証明する領収書等の写しを提出します。領収書等は、収支報告書に記載
してある順に並べ、重ならないよう整理して提出してください。また、領収書等の内容とここに記載されている内容を照合し、一致していることを確認して
ください。

※領収書等の写しは、当該領収書等を複写機によりＡ４サイズの用紙に複写したものをご提出ください。



（その15）

   （３）  政 治 活 動 費 の 内 訳 　組織活動費 （　　　組織対策費　　　）

年 月 日 備    考

十億 百万 千 円

5 0 0 0 0 R5.4.27 ㈱Ｃホテル△△ 香川郡直島町◇2628-１
6 0 0 0 0 R5.5.3 ㈱Ｄ 高松市◇町５-４-15

9 0 0 0 0 0 R5.5.29 Ｅ自動車㈱ 丸亀市◇◇町◇８-526

1 0 1 0 0 0 0
3 0 0 0 0 0 0 0
3 1 0 1 0 0 0 0

1

2

3
(1)
(2)
(3)

　「支出の目的」欄には、当該支出の目的を「会場借上費」、「弁当代」、「タクシー代」というように具体的に記載すること。
「その他の支出」欄には、１件当たりの金額が、国会議員関係政治団体に関する特例規定が適用されていた期間に行った支出にあっては１万円以下の支出を、国会議員関係政治団体に関する特例規

定が適用されていなかった期間に行った支出にあっては５万円未満の支出を、一括してその合計金額を記載すること。

政治活動費については、１件当りの金額 （数回にわたってされたときは、その合計金額）が、国会議員関係政治団体に関する特例規定が適用されていた期間に行った支出にあっては１万円を超える支出
について、国会議員関係政治団体に関する特例規定が適用されていなかった期間に行った支出にあっては５万円以上の支出について、その支出を受けた者の氏名及び住所（団体にあっては、その名称及
び主たる事務所の所在地）並びに当該支出の目的、金額及び年月日を次の例により記載すること。

政治活動費は、（その13）の２の(1)から(6)までの基準により分類し、さらに費目ごとに、組織活動費にあっては、例えば、「大会費」、「行事費」、「組織対策費」、「渉外費」、「交際費」、選挙関係費にあって
は、例えば、「公認推薦料」、「陣中見舞」、機関紙誌の発行事業費にあっては、例えば、「給与」、「材料費」、「印刷費」、「荷造発送費」、「原稿料」、宣伝事業費にあっては、例えば、「遊説費」、「新聞・ラジ
オ・テレビの広告料」、「ポスター・ビラ・パンフレットの作成費」、「宣伝用自動車の購入・維持費」、政治資金パーティー開催事業費にあっては、例えば「甲政治資金パーティー開催事業費」、「乙政治資金
パーティー開催事業費」、調査研究費にあっては、例えば、「研修会費」、「資料費」、「書籍購入費」、「翻訳代」、寄附・交付金にあっては、「寄附金」、「賛助金」、「支部交付金」、「負担金」というように、適
宜、小分類し、それぞれ別葉とすること。

　「項目別区分」欄には、「組織活動費（大会費）」というように小分類した費目まで記載すること。

その他の支出

合            計  

  記載の要領については、次のとおりとすること。

この頁の小計

   支出を受けた者の氏名
（団体にあっては、その名称）

項 目 別 区 分

支出を受けた者の住所（団体にあって
は、主たる事務所の所在地）

会食費

車両費

支 出 の 目 的 金                        額

　〃

このページに記入す
る経費の小分類を、
記載要領を参考に、
必ず記入してくださ
い。

●国会議員関係政治団体は、１件１万円以下の支出について、こちらに合計金額を記入してください。
●その他の政治団体は、１件５万円未満の支出についてはこちらに合計金額を記入してください。

●国会議員関係政治団体は、１件１万円を超える支出についての詳細をここに記入し、それを証明する領収書等の写しを提出します。領収書等は、収支報告書
に記載してある順に並べ、重ならないよう整理して提出してください。また、領収書等の内容とここに記載されている内容を照合し、一致していることを
確認してください。

●その他の政治団体は、１件５万円以上の支出についての詳細をここに記入し、それを証明する領収書等の写しを提出します。領収書等は、収支報告書に記載
してある順に並べ、重ならないよう整理して提出してください。また、領収書等の内容とここに記載されている内容を照合し、一致していることを確認して
ください。

※領収書等の写しは、当該領収書等を複写機によりＡ４サイズの用紙に複写したものをご提出ください。



（その15）

   （３）  政 治 活 動 費 の 内 訳 　組織活動費 （　　　　　　渉外費　　　　　　）

年 月 日 備    考

十億 百万 千 円

0
1 0 0 0 0 0 0
1 0 0 0 0 0 0

1

2

3
(1)
(2)
(3)

　「支出の目的」欄には、当該支出の目的を「会場借上費」、「弁当代」、「タクシー代」というように具体的に記載すること。
「その他の支出」欄には、１件当たりの金額が、国会議員関係政治団体に関する特例規定が適用されていた期間に行った支出にあっては１万円以下の支出を、国会議員関係政治団体に関する特例

規定が適用されていなかった期間に行った支出にあっては５万円未満の支出を、一括してその合計金額を記載すること。

政治活動費については、１件当りの金額 （数回にわたってされたときは、その合計金額）が、国会議員関係政治団体に関する特例規定が適用されていた期間に行った支出にあっては１万円を超える支出
について、国会議員関係政治団体に関する特例規定が適用されていなかった期間に行った支出にあっては５万円以上の支出について、その支出を受けた者の氏名及び住所（団体にあっては、その名称
及び主たる事務所の所在地）並びに当該支出の目的、金額及び年月日を次の例により記載すること。

政治活動費は、（その13）の２の(1)から(6)までの基準により分類し、さらに費目ごとに、組織活動費にあっては、例えば、「大会費」、「行事費」、「組織対策費」、「渉外費」、「交際費」、選挙関係費にあって
は、例えば、「公認推薦料」、「陣中見舞」、機関紙誌の発行事業費にあっては、例えば、「給与」、「材料費」、「印刷費」、「荷造発送費」、「原稿料」、宣伝事業費にあっては、例えば、「遊説費」、「新聞・ラジ
オ・テレビの広告料」、「ポスター・ビラ・パンフレットの作成費」、「宣伝用自動車の購入・維持費」、政治資金パーティー開催事業費にあっては、例えば「甲政治資金パーティー開催事業費」、「乙政治資金
パーティー開催事業費」、調査研究費にあっては、例えば、「研修会費」、「資料費」、「書籍購入費」、「翻訳代」、寄附・交付金にあっては、「寄附金」、「賛助金」、「支部交付金」、「負担金」というように、適
宜、小分類し、それぞれ別葉とすること。

　「項目別区分」欄には、「組織活動費（大会費）」というように小分類した費目まで記載すること。

その他の支出

合            計  

  記載の要領については、次のとおりとすること。

この頁の小計

   支出を受けた者の氏名
（団体にあっては、その名称）

項 目 別 区 分

支出を受けた者の住所（団体にあって
は、主たる事務所の所在地）

支 出 の 目 的 金                        額

●国会議員関係政治団体は、１件１万円以下の支出について、こちらに合計金額を記入してください。
●その他の政治団体は、１件５万円未満の支出についてはこちらに合計金額を記入してください。

このページに記入す
る経費の小分類を、
記載要領を参考に、
必ず記入してくださ
い。

●国会議員関係政治団体は、１件１万円を超える支出についての詳細をここに記入し、それを証明する領収書等の写しを提出します。領収書等は、収支報告書
に記載してある順に並べ、重ならないよう整理して提出してください。また、領収書等の内容とここに記載されている内容を照合し、一致していることを
確認してください。

●その他の政治団体は、１件５万円以上の支出についての詳細をここに記入し、それを証明する領収書等の写しを提出します。領収書等は、収支報告書に記載
してある順に並べ、重ならないよう整理して提出してください。また、領収書等の内容とここに記載されている内容を照合し、一致していることを確認して
ください。

※領収書等の写しは、当該領収書等を複写機によりＡ４サイズの用紙に複写したものをご提出ください。



（その15）

   （３）  政 治 活 動 費 の 内 訳 　組織活動費 （　　　　　　交際費　　　　　　）

年 月 日 備    考

十億 百万 千 円

2 0 0 0 0 0 R5.3.20 Ｅ政治連盟 高松市△△△町1210-３

2 0 0 0 0 0
0

2 0 0 0 0 0
1

2

3
(1)
(2)
(3)

　「支出の目的」欄には、当該支出の目的を「会場借上費」、「弁当代」、「タクシー代」というように具体的に記載すること。
「その他の支出」欄には、１件当たりの金額が、国会議員関係政治団体に関する特例規定が適用されていた期間に行った支出にあっては１万円以下の支出を、国会議員関係政治団体に関する特例規

定が適用されていなかった期間に行った支出にあっては５万円未満の支出を、一括してその合計金額を記載すること。

政治活動費については、１件当りの金額 （数回にわたってされたときは、その合計金額）が、国会議員関係政治団体に関する特例規定が適用されていた期間に行った支出にあっては１万円を超える支出
について、国会議員関係政治団体に関する特例規定が適用されていなかった期間に行った支出にあっては５万円以上の支出について、その支出を受けた者の氏名及び住所（団体にあっては、その名称及
び主たる事務所の所在地）並びに当該支出の目的、金額及び年月日を次の例により記載すること。

政治活動費は、（その13）の２の(1)から(6)までの基準により分類し、さらに費目ごとに、組織活動費にあっては、例えば、「大会費」、「行事費」、「組織対策費」、「渉外費」、「交際費」、選挙関係費にあって
は、例えば、「公認推薦料」、「陣中見舞」、機関紙誌の発行事業費にあっては、例えば、「給与」、「材料費」、「印刷費」、「荷造発送費」、「原稿料」、宣伝事業費にあっては、例えば、「遊説費」、「新聞・ラジ
オ・テレビの広告料」、「ポスター・ビラ・パンフレットの作成費」、「宣伝用自動車の購入・維持費」、政治資金パーティー開催事業費にあっては、例えば「甲政治資金パーティー開催事業費」、「乙政治資金
パーティー開催事業費」、調査研究費にあっては、例えば、「研修会費」、「資料費」、「書籍購入費」、「翻訳代」、寄附・交付金にあっては、「寄附金」、「賛助金」、「支部交付金」、「負担金」というように、適
宜、小分類し、それぞれ別葉とすること。

　「項目別区分」欄には、「組織活動費（大会費）」というように小分類した費目まで記載すること。

その他の支出

合            計  

  記載の要領については、次のとおりとすること。

この頁の小計

   支出を受けた者の氏名
（団体にあっては、その名称）

項 目 別 区 分

支出を受けた者の住所（団体にあって
は、主たる事務所の所在地）

パーティー券代

支 出 の 目 的 金                        額
このページに記入す
る経費の小分類を、
記載要領を参考に、
必ず記入してくださ
い。

●国会議員関係政治団体は、１件１万円以下の支出について、こちらに合計金額を記入してください。
●その他の政治団体は、１件５万円未満の支出についてはこちらに合計金額を記入してください。

●国会議員関係政治団体は、１件１万円を超える支出についての詳細をここに記入し、それを証明する領収書等の写しを提出します。領収書等は、収支報告書
に記載してある順に並べ、重ならないよう整理して提出してください。また、領収書等の内容とここに記載されている内容を照合し、一致していることを
確認してください。

●その他の政治団体は、１件５万円以上の支出についての詳細をここに記入し、それを証明する領収書等の写しを提出します。領収書等は、収支報告書に記載
してある順に並べ、重ならないよう整理して提出してください。また、領収書等の内容とここに記載されている内容を照合し、一致していることを確認して
ください。

※領収書等の写しは、当該領収書等を複写機によりＡ４サイズの用紙に複写したものをご提出ください。



（その15）

   （３）  政 治 活 動 費 の 内 訳 　選挙関係費 （　　　　　陣中見舞　　　　　）

年 月 日 備    考

十億 百万 千 円

2 0 0 0 0 0 R5.7.7 Ａ島　Ａ夫

2 0 0 0 0 0
1 0 0 0 0

2 1 0 0 0 0
1

2

3
(1)
(2)
(3)

　「支出の目的」欄には、当該支出の目的を「会場借上費」、「弁当代」、「タクシー代」というように具体的に記載すること。
「その他の支出」欄には、１件当たりの金額が、国会議員関係政治団体に関する特例規定が適用されていた期間に行った支出にあっては１万円以下の支出を、国会議員関係政治団体に関する特例

規定が適用されていなかった期間に行った支出にあっては５万円未満の支出を、一括してその合計金額を記載すること。

政治活動費については、１件当りの金額 （数回にわたってされたときは、その合計金額）が、国会議員関係政治団体に関する特例規定が適用されていた期間に行った支出にあっては１万円を超える支出
について、国会議員関係政治団体に関する特例規定が適用されていなかった期間に行った支出にあっては５万円以上の支出について、その支出を受けた者の氏名及び住所（団体にあっては、その名称
及び主たる事務所の所在地）並びに当該支出の目的、金額及び年月日を次の例により記載すること。

政治活動費は、（その13）の２の(1)から(6)までの基準により分類し、さらに費目ごとに、組織活動費にあっては、例えば、「大会費」、「行事費」、「組織対策費」、「渉外費」、「交際費」、選挙関係費にあって
は、例えば、「公認推薦料」、「陣中見舞」、機関紙誌の発行事業費にあっては、例えば、「給与」、「材料費」、「印刷費」、「荷造発送費」、「原稿料」、宣伝事業費にあっては、例えば、「遊説費」、「新聞・ラジ
オ・テレビの広告料」、「ポスター・ビラ・パンフレットの作成費」、「宣伝用自動車の購入・維持費」、政治資金パーティー開催事業費にあっては、例えば「甲政治資金パーティー開催事業費」、「乙政治資金
パーティー開催事業費」、調査研究費にあっては、例えば、「研修会費」、「資料費」、「書籍購入費」、「翻訳代」、寄附・交付金にあっては、「寄附金」、「賛助金」、「支部交付金」、「負担金」というように、適
宜、小分類し、それぞれ別葉とすること。

　「項目別区分」欄には、「組織活動費（大会費）」というように小分類した費目まで記載すること。

その他の支出

合            計  

  記載の要領については、次のとおりとすること。

この頁の小計

   支出を受けた者の氏名
（団体にあっては、その名称）

項 目 別 区 分

支出を受けた者の住所（団体にあって
は、主たる事務所の所在地）

選挙に係る寄附 沖縄県○○市○町２-９-30

支 出 の 目 的 金                        額

このページに記入す
る経費の小分類を、
記載要領を参考に、
必ず記入してくださ
い。

●国会議員関係政治団体は、１件１万円以下の支出について、こちらに合計金額を記入してください。
●その他の政治団体は、１件５万円未満の支出についてはこちらに合計金額を記入してください。

●国会議員関係政治団体は、１件１万円を超える支出についての詳細をここに記入し、それを証明する領収書等の写しを提出します。領収書等は、収支報告書
に記載してある順に並べ、重ならないよう整理して提出してください。また、領収書等の内容とここに記載されている内容を照合し、一致していることを
確認してください。

●その他の政治団体は、１件５万円以上の支出についての詳細をここに記入し、それを証明する領収書等の写しを提出します。領収書等は、収支報告書に記載
してある順に並べ、重ならないよう整理して提出してください。また、領収書等の内容とここに記載されている内容を照合し、一致していることを確認して
ください。

※領収書等の写しは、当該領収書等を複写機によりＡ４サイズの用紙に複写したものをご提出ください。



（その15）

   （３）  政 治 活 動 費 の 内 訳 機関紙誌の発行事業費（ 材料費 ）

年 月 日 備    考

十億 百万 千 円

5 0 0 0 0 0 R5.5.22 ㈱Ｉ商店 高松市○○町1156

5 0 0 0 0 0
5 0 0 0 0

5 5 0 0 0 0
1

2

3
(1)
(2)
(3)

　「支出の目的」欄には、当該支出の目的を「会場借上費」、「弁当代」、「タクシー代」というように具体的に記載すること。
「その他の支出」欄には、１件当たりの金額が、国会議員関係政治団体に関する特例規定が適用されていた期間に行った支出にあっては１万円以下の支出を、国会議員関係政治団体に関する特例

規定が適用されていなかった期間に行った支出にあっては５万円未満の支出を、一括してその合計金額を記載すること。

政治活動費については、１件当りの金額 （数回にわたってされたときは、その合計金額）が、国会議員関係政治団体に関する特例規定が適用されていた期間に行った支出にあっては１万円を超える支出
について、国会議員関係政治団体に関する特例規定が適用されていなかった期間に行った支出にあっては５万円以上の支出について、その支出を受けた者の氏名及び住所（団体にあっては、その名称
及び主たる事務所の所在地）並びに当該支出の目的、金額及び年月日を次の例により記載すること。

政治活動費は、（その13）の２の(1)から(6)までの基準により分類し、さらに費目ごとに、組織活動費にあっては、例えば、「大会費」、「行事費」、「組織対策費」、「渉外費」、「交際費」、選挙関係費にあって
は、例えば、「公認推薦料」、「陣中見舞」、機関紙誌の発行事業費にあっては、例えば、「給与」、「材料費」、「印刷費」、「荷造発送費」、「原稿料」、宣伝事業費にあっては、例えば、「遊説費」、「新聞・ラジ
オ・テレビの広告料」、「ポスター・ビラ・パンフレットの作成費」、「宣伝用自動車の購入・維持費」、政治資金パーティー開催事業費にあっては、例えば「甲政治資金パーティー開催事業費」、「乙政治資金
パーティー開催事業費」、調査研究費にあっては、例えば、「研修会費」、「資料費」、「書籍購入費」、「翻訳代」、寄附・交付金にあっては、「寄附金」、「賛助金」、「支部交付金」、「負担金」というように、適
宜、小分類し、それぞれ別葉とすること。

　「項目別区分」欄には、「組織活動費（大会費）」というように小分類した費目まで記載すること。

その他の支出

合            計  

  記載の要領については、次のとおりとすること。

この頁の小計

   支出を受けた者の氏名
（団体にあっては、その名称）

項 目 別 区 分

支出を受けた者の住所（団体にあって
は、主たる事務所の所在地）

用紙代

支 出 の 目 的 金                        額

このページに記入す
る経費の小分類を、
記載要領を参考に、
必ず記入してくださ
い。

●国会議員関係政治団体は、１件１万円以下の支出について、こちらに合計金額を記入してください。
●その他の政治団体は、１件５万円未満の支出についてはこちらに合計金額を記入してください。

●国会議員関係政治団体は、１件１万円を超える支出についての詳細をここに記入し、それを証明する領収書等の写しを提出します。領収書等は、収支報告書
に記載してある順に並べ、重ならないよう整理して提出してください。また、領収書等の内容とここに記載されている内容を照合し、一致していることを
確認してください。

●その他の政治団体は、１件５万円以上の支出についての詳細をここに記入し、それを証明する領収書等の写しを提出します。領収書等は、収支報告書に記載
してある順に並べ、重ならないよう整理して提出してください。また、領収書等の内容とここに記載されている内容を照合し、一致していることを確認して
ください。

※領収書等の写しは、当該領収書等を複写機によりＡ４サイズの用紙に複写したものをご提出ください。



（その15）

   （３）  政 治 活 動 費 の 内 訳 機関紙誌の発行事業費（ 原稿料 ）

年 月 日 備    考

十億 百万 千 円

0
3 0 0 0 0 0
3 0 0 0 0 0

1

2

3
(1)
(2)
(3)

   支出を受けた者の氏名
（団体にあっては、その名称）

項 目 別 区 分

支出を受けた者の住所（団体にあって
は、主たる事務所の所在地）

金                        額支 出 の 目 的

この頁の小計

「その他の支出」欄には、１件当たりの金額が、国会議員関係政治団体に関する特例規定が適用されていた期間に行った支出にあっては１万円以下の支出を、国会議員関係政治団体に関する特例
規定が適用されていなかった期間に行った支出にあっては５万円未満の支出を、一括してその合計金額を記載すること。

政治活動費については、１件当りの金額 （数回にわたってされたときは、その合計金額）が、国会議員関係政治団体に関する特例規定が適用されていた期間に行った支出にあっては１万円を超える支出
について、国会議員関係政治団体に関する特例規定が適用されていなかった期間に行った支出にあっては５万円以上の支出について、その支出を受けた者の氏名及び住所（団体にあっては、その名称
及び主たる事務所の所在地）並びに当該支出の目的、金額及び年月日を次の例により記載すること。

政治活動費は、（その13）の２の(1)から(6)までの基準により分類し、さらに費目ごとに、組織活動費にあっては、例えば、「大会費」、「行事費」、「組織対策費」、「渉外費」、「交際費」、選挙関係費にあって
は、例えば、「公認推薦料」、「陣中見舞」、機関紙誌の発行事業費にあっては、例えば、「給与」、「材料費」、「印刷費」、「荷造発送費」、「原稿料」、宣伝事業費にあっては、例えば、「遊説費」、「新聞・ラジ
オ・テレビの広告料」、「ポスター・ビラ・パンフレットの作成費」、「宣伝用自動車の購入・維持費」、政治資金パーティー開催事業費にあっては、例えば「甲政治資金パーティー開催事業費」、「乙政治資金
パーティー開催事業費」、調査研究費にあっては、例えば、「研修会費」、「資料費」、「書籍購入費」、「翻訳代」、寄附・交付金にあっては、「寄附金」、「賛助金」、「支部交付金」、「負担金」というように、適
宜、小分類し、それぞれ別葉とすること。

　「項目別区分」欄には、「組織活動費（大会費）」というように小分類した費目まで記載すること。

その他の支出

合            計  

  記載の要領については、次のとおりとすること。

　「支出の目的」欄には、当該支出の目的を「会場借上費」、「弁当代」、「タクシー代」というように具体的に記載すること。

このページに記入す
る経費の小分類を、
記載要領を参考に、
必ず記入してくださ
い。

●国会議員関係政治団体は、１件１万円以下の支出について、こちらに合計金額を記入してください。
●その他の政治団体は、１件５万円未満の支出についてはこちらに合計金額を記入してください。

●国会議員関係政治団体は、１件１万円を超える支出についての詳細をここに記入し、それを証明する領収書等の写しを提出します。領収書等は、収支報告書
に記載してある順に並べ、重ならないよう整理して提出してください。また、領収書等の内容とここに記載されている内容を照合し、一致していることを
確認してください。

●その他の政治団体は、１件５万円以上の支出についての詳細をここに記入し、それを証明する領収書等の写しを提出します。領収書等は、収支報告書に記載
してある順に並べ、重ならないよう整理して提出してください。また、領収書等の内容とここに記載されている内容を照合し、一致していることを確認して
ください。

※領収書等の写しは、当該領収書等を複写機によりＡ４サイズの用紙に複写したものをご提出ください。



（その15）

   （３）  政 治 活 動 費 の 内 訳 　宣伝事業費 （ポスターの作成費）

年 月 日 備    考

十億 百万 千 円

4 0 0 0 0 0 R5.9.28 Ｋ印刷㈱ 高松市××町２-６-９

4 0 0 0 0 0
2 0 0 0

4 0 2 0 0 0
1

2

3
(1)
(2)
(3)

　「支出の目的」欄には、当該支出の目的を「会場借上費」、「弁当代」、「タクシー代」というように具体的に記載すること。
「その他の支出」欄には、１件当たりの金額が、国会議員関係政治団体に関する特例規定が適用されていた期間に行った支出にあっては１万円以下の支出を、国会議員関係政治団体に関する特例

規定が適用されていなかった期間に行った支出にあっては５万円未満の支出を、一括してその合計金額を記載すること。

政治活動費については、１件当りの金額 （数回にわたってされたときは、その合計金額）が、国会議員関係政治団体に関する特例規定が適用されていた期間に行った支出にあっては１万円を超える支出
について、国会議員関係政治団体に関する特例規定が適用されていなかった期間に行った支出にあっては５万円以上の支出について、その支出を受けた者の氏名及び住所（団体にあっては、その名称
及び主たる事務所の所在地）並びに当該支出の目的、金額及び年月日を次の例により記載すること。

政治活動費は、（その13）の２の(1)から(6)までの基準により分類し、さらに費目ごとに、組織活動費にあっては、例えば、「大会費」、「行事費」、「組織対策費」、「渉外費」、「交際費」、選挙関係費にあって
は、例えば、「公認推薦料」、「陣中見舞」、機関紙誌の発行事業費にあっては、例えば、「給与」、「材料費」、「印刷費」、「荷造発送費」、「原稿料」、宣伝事業費にあっては、例えば、「遊説費」、「新聞・ラジ
オ・テレビの広告料」、「ポスター・ビラ・パンフレットの作成費」、「宣伝用自動車の購入・維持費」、政治資金パーティー開催事業費にあっては、例えば「甲政治資金パーティー開催事業費」、「乙政治資金
パーティー開催事業費」、調査研究費にあっては、例えば、「研修会費」、「資料費」、「書籍購入費」、「翻訳代」、寄附・交付金にあっては、「寄附金」、「賛助金」、「支部交付金」、「負担金」というように、適
宜、小分類し、それぞれ別葉とすること。

　「項目別区分」欄には、「組織活動費（大会費）」というように小分類した費目まで記載すること。

その他の支出

合            計  

  記載の要領については、次のとおりとすること。

この頁の小計

   支出を受けた者の氏名
（団体にあっては、その名称）

項 目 別 区 分

支出を受けた者の住所（団体にあって
は、主たる事務所の所在地）

印刷費

支 出 の 目 的 金                        額
このページに記入す
る経費の小分類を、
記載要領を参考に、
必ず記入してくださ
い。

●国会議員関係政治団体は、１件１万円以下の支出について、こちらに合計金額を記入してください。
●その他の政治団体は、１件５万円未満の支出についてはこちらに合計金額を記入してください。

●国会議員関係政治団体は、１件１万円を超える支出についての詳細をここに記入し、それを証明する領収書等の写しを提出します。領収書等は、収支報告書
に記載してある順に並べ、重ならないよう整理して提出してください。また、領収書等の内容とここに記載されている内容を照合し、一致していることを
確認してください。

●その他の政治団体は、１件５万円以上の支出についての詳細をここに記入し、それを証明する領収書等の写しを提出します。領収書等は、収支報告書に記載
してある順に並べ、重ならないよう整理して提出してください。また、領収書等の内容とここに記載されている内容を照合し、一致していることを確認して
ください。

※領収書等の写しは、当該領収書等を複写機によりＡ４サイズの用紙に複写したものをご提出ください。



（その15）

   （３）  政 治 活 動 費 の 内 訳

年 月 日 備    考

十億 百万 千 円

4 0 0 0 0 0 R5.1.30 ㈱Ａ印刷 高松市△△町689-11
3 0 0 0 0 0 R5.2.27 ㈱Ｂ企画 高松市◇町2217-19
3 0 0 0 0 0 R5.5.1 Ｃ内　Ｃ一 坂出市◇◇町1-18-20
2 0 0 0 0 0 R5.5.6 ㈱Ｄ 高松市□町2-5-1

1 2 0 0 0 0 0
3 0 0 0 0 0

1 5 0 0 0 0 0
1

2

3
(1)
(2)
(3)

　「支出の目的」欄には、当該支出の目的を「会場借上費」、「弁当代」、「タクシー代」というように具体的に記載すること。
「その他の支出」欄には、１件当たりの金額が、国会議員関係政治団体に関する特例規定が適用されていた期間に行った支出にあっては１万円以下の支出を、国会議員関係政治団体に関する特例規

定が適用されていなかった期間に行った支出にあっては５万円未満の支出を、一括してその合計金額を記載すること。

政治活動費については、１件当りの金額 （数回にわたってされたときは、その合計金額）が、国会議員関係政治団体に関する特例規定が適用されていた期間に行った支出にあっては１万円を超える支出
について、国会議員関係政治団体に関する特例規定が適用されていなかった期間に行った支出にあっては５万円以上の支出について、その支出を受けた者の氏名及び住所（団体にあっては、その名称及
び主たる事務所の所在地）並びに当該支出の目的、金額及び年月日を次の例により記載すること。

政治活動費は、（その13）の２の(1)から(6)までの基準により分類し、さらに費目ごとに、組織活動費にあっては、例えば、「大会費」、「行事費」、「組織対策費」、「渉外費」、「交際費」、選挙関係費にあって
は、例えば、「公認推薦料」、「陣中見舞」、機関紙誌の発行事業費にあっては、例えば、「給与」、「材料費」、「印刷費」、「荷造発送費」、「原稿料」、宣伝事業費にあっては、例えば、「遊説費」、「新聞・ラジ
オ・テレビの広告料」、「ポスター・ビラ・パンフレットの作成費」、「宣伝用自動車の購入・維持費」、政治資金パーティー開催事業費にあっては、例えば「甲政治資金パーティー開催事業費」、「乙政治資金
パーティー開催事業費」、調査研究費にあっては、例えば、「研修会費」、「資料費」、「書籍購入費」、「翻訳代」、寄附・交付金にあっては、「寄附金」、「賛助金」、「支部交付金」、「負担金」というように、適
宜、小分類し、それぞれ別葉とすること。

　「項目別区分」欄には、「組織活動費（大会費）」というように小分類した費目まで記載すること。

その他の支出

合            計  

  記載の要領については、次のとおりとすること。

この頁の小計

   支出を受けた者の氏名
（団体にあっては、その名称）

項 目 別 区 分

支出を受けた者の住所（団体にあって
は、主たる事務所の所在地）

案内状印刷代

政治資金パーティー開催事業費（香川太郎と語る会開催事業費 R5.3.22開催分）

警備費用
会場費

支 出 の 目 的 金                        額

企画代

このページに記入す
る経費の小分類を、
記載要領を参考に、
必ず記入してくださ
い。

●国会議員関係政治団体は、１件１万円以下の支出について、こちらに合計金額を記入してください。
●その他の政治団体は、１件５万円未満の支出についてはこちらに合計金額を記入してください。

●国会議員関係政治団体は、１件１万円を超える支出についての詳細をここに記入し、それを証明する領収書等の写しを提出します。領収書等は、収支報告書
に記載してある順に並べ、重ならないよう整理して提出してください。また、領収書等の内容とここに記載されている内容を照合し、一致していることを
確認してください。

●その他の政治団体は、１件５万円以上の支出についての詳細をここに記入し、それを証明する領収書等の写しを提出します。領収書等は、収支報告書に記載
してある順に並べ、重ならないよう整理して提出してください。また、領収書等の内容とここに記載されている内容を照合し、一致していることを確認して
ください。

※領収書等の写しは、当該領収書等を複写機によりＡ４サイズの用紙に複写したものをご提出ください。
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   （３）  政 治 活 動 費 の 内 訳

年 月 日 備    考

十億 百万 千 円

3 0 0 0 0 0 R5.3.23 ㈲Ａ企画
2 0 0 0 0 0 R5.5.22 　 〃 　　　　　〃

5 0 0 0 0 0
3 0 0 0 0

5 3 0 0 0 0
1

2

3
(1)
(2)
(3)

ポスター印刷代

その他の事業費（□□□イベント開催事業費）

さぬき市◇◇町◇◇930-２

支 出 の 目 的 金                        額
   支出を受けた者の氏名

（団体にあっては、その名称）

項 目 別 区 分

支出を受けた者の住所（団体にあって
は、主たる事務所の所在地）

　　　〃

この頁の小計

「その他の支出」欄には、１件当たりの金額が、国会議員関係政治団体に関する特例規定が適用されていた期間に行った支出にあっては１万円以下の支出を、国会議員関係政治団体に関する特例規
定が適用されていなかった期間に行った支出にあっては５万円未満の支出を、一括してその合計金額を記載すること。

政治活動費については、１件当りの金額 （数回にわたってされたときは、その合計金額）が、国会議員関係政治団体に関する特例規定が適用されていた期間に行った支出にあっては１万円を超える支出
について、国会議員関係政治団体に関する特例規定が適用されていなかった期間に行った支出にあっては５万円以上の支出について、その支出を受けた者の氏名及び住所（団体にあっては、その名称及
び主たる事務所の所在地）並びに当該支出の目的、金額及び年月日を次の例により記載すること。

政治活動費は、（その13）の２の(1)から(6)までの基準により分類し、さらに費目ごとに、組織活動費にあっては、例えば、「大会費」、「行事費」、「組織対策費」、「渉外費」、「交際費」、選挙関係費にあって
は、例えば、「公認推薦料」、「陣中見舞」、機関紙誌の発行事業費にあっては、例えば、「給与」、「材料費」、「印刷費」、「荷造発送費」、「原稿料」、宣伝事業費にあっては、例えば、「遊説費」、「新聞・ラジ
オ・テレビの広告料」、「ポスター・ビラ・パンフレットの作成費」、「宣伝用自動車の購入・維持費」、政治資金パーティー開催事業費にあっては、例えば「甲政治資金パーティー開催事業費」、「乙政治資金
パーティー開催事業費」、調査研究費にあっては、例えば、「研修会費」、「資料費」、「書籍購入費」、「翻訳代」、寄附・交付金にあっては、「寄附金」、「賛助金」、「支部交付金」、「負担金」というように、適
宜、小分類し、それぞれ別葉とすること。

　「項目別区分」欄には、「組織活動費（大会費）」というように小分類した費目まで記載すること。

その他の支出

合            計  

  記載の要領については、次のとおりとすること。

　「支出の目的」欄には、当該支出の目的を「会場借上費」、「弁当代」、「タクシー代」というように具体的に記載すること。

●国会議員関係政治団体は、１件１万円以下の支出について、こちらに合計金額を記入してください。
●その他の政治団体は、１件５万円未満の支出についてはこちらに合計金額を記入してください。

このページに記入す
る経費の小分類を、
記載要領を参考に、
必ず記入してくださ
い。

●国会議員関係政治団体は、１件１万円を超える支出についての詳細をここに記入し、それを証明する領収書等の写しを提出します。領収書等は、収支報告書
に記載してある順に並べ、重ならないよう整理して提出してください。また、領収書等の内容とここに記載されている内容を照合し、一致していることを
確認してください。

●その他の政治団体は、１件５万円以上の支出についての詳細をここに記入し、それを証明する領収書等の写しを提出します。領収書等は、収支報告書に記載
してある順に並べ、重ならないよう整理して提出してください。また、領収書等の内容とここに記載されている内容を照合し、一致していることを確認して
ください。

※領収書等の写しは、当該領収書等を複写機によりＡ４サイズの用紙に複写したものをご提出ください。



（その15）

   （３）  政 治 活 動 費 の 内 訳 　調査研究費 （　　　　研修会費　　　　）

年 月 日 備    考

十億 百万 千 円

1 0 0 0 0 0 R5.9.18 ㈱Ｎ企画 坂出市□□町1355

1 0 0 0 0 0
0

1 0 0 0 0 0
1

2

3
(1)
(2)
(3)

   支出を受けた者の氏名
（団体にあっては、その名称）

項 目 別 区 分

支出を受けた者の住所（団体にあって
は、主たる事務所の所在地）

××研修会

金                        額支 出 の 目 的

この頁の小計

「その他の支出」欄には、１件当たりの金額が、国会議員関係政治団体に関する特例規定が適用されていた期間に行った支出にあっては１万円以下の支出を、国会議員関係政治団体に関する特例
規定が適用されていなかった期間に行った支出にあっては５万円未満の支出を、一括してその合計金額を記載すること。

政治活動費については、１件当りの金額 （数回にわたってされたときは、その合計金額）が、国会議員関係政治団体に関する特例規定が適用されていた期間に行った支出にあっては１万円を超える支出
について、国会議員関係政治団体に関する特例規定が適用されていなかった期間に行った支出にあっては５万円以上の支出について、その支出を受けた者の氏名及び住所（団体にあっては、その名称
及び主たる事務所の所在地）並びに当該支出の目的、金額及び年月日を次の例により記載すること。

政治活動費は、（その13）の２の(1)から(6)までの基準により分類し、さらに費目ごとに、組織活動費にあっては、例えば、「大会費」、「行事費」、「組織対策費」、「渉外費」、「交際費」、選挙関係費にあって
は、例えば、「公認推薦料」、「陣中見舞」、機関紙誌の発行事業費にあっては、例えば、「給与」、「材料費」、「印刷費」、「荷造発送費」、「原稿料」、宣伝事業費にあっては、例えば、「遊説費」、「新聞・ラジ
オ・テレビの広告料」、「ポスター・ビラ・パンフレットの作成費」、「宣伝用自動車の購入・維持費」、政治資金パーティー開催事業費にあっては、例えば「甲政治資金パーティー開催事業費」、「乙政治資金
パーティー開催事業費」、調査研究費にあっては、例えば、「研修会費」、「資料費」、「書籍購入費」、「翻訳代」、寄附・交付金にあっては、「寄附金」、「賛助金」、「支部交付金」、「負担金」というように、適
宜、小分類し、それぞれ別葉とすること。

　「項目別区分」欄には、「組織活動費（大会費）」というように小分類した費目まで記載すること。

その他の支出

合            計  

  記載の要領については、次のとおりとすること。

　「支出の目的」欄には、当該支出の目的を「会場借上費」、「弁当代」、「タクシー代」というように具体的に記載すること。

このページに記入す
る経費の小分類を、
記載要領を参考に、
必ず記入してくださ
い。

●国会議員関係政治団体は、１件１万円以下の支出について、こちらに合計金額を記入してください。
●その他の政治団体は、１件５万円未満の支出についてはこちらに合計金額を記入してください。

●国会議員関係政治団体は、１件１万円を超える支出についての詳細をここに記入し、それを証明する領収書等の写しを提出します。領収書等は、収支報告書
に記載してある順に並べ、重ならないよう整理して提出してください。また、領収書等の内容とここに記載されている内容を照合し、一致していることを
確認してください。

●その他の政治団体は、１件５万円以上の支出についての詳細をここに記入し、それを証明する領収書等の写しを提出します。領収書等は、収支報告書に記載
してある順に並べ、重ならないよう整理して提出してください。また、領収書等の内容とここに記載されている内容を照合し、一致していることを確認して
ください。

※領収書等の写しは、当該領収書等を複写機によりＡ４サイズの用紙に複写したものをご提出ください。



（その15）

   （３）  政 治 活 動 費 の 内 訳 　寄附・交付金 （　　　　　　寄附金　　　　　　）

年 月 日 備    考

十億 百万 千 円

2 0 0 0 0 0 0 R5.1.10 Ａ後援会 小豆郡土庄町△△△2079-５

8 0 0 0 0 0 R5.3.15 　 〃 　　　　　 〃

1 0 0 0 0 0 0 R5.5.24 　 〃 　　　　　 〃

3 0 0 0 0 0 R5.7.30 　 〃 　　　　　 〃

5 0 0 0 0 0 R5.9.30 　 〃 　　　　　 〃

4 6 0 0 0 0 0
0

4 6 0 0 0 0 0
1

2

3
(1)
(2)
(3)

　「支出の目的」欄には、当該支出の目的を「会場借上費」、「弁当代」、「タクシー代」というように具体的に記載すること。
「その他の支出」欄には、１件当たりの金額が、国会議員関係政治団体に関する特例規定が適用されていた期間に行った支出にあっては１万円以下の支出を、国会議員関係政治団体に関する特例規

定が適用されていなかった期間に行った支出にあっては５万円未満の支出を、一括してその合計金額を記載すること。

政治活動費については、１件当りの金額 （数回にわたってされたときは、その合計金額）が、国会議員関係政治団体に関する特例規定が適用されていた期間に行った支出にあっては１万円を超える支出
について、国会議員関係政治団体に関する特例規定が適用されていなかった期間に行った支出にあっては５万円以上の支出について、その支出を受けた者の氏名及び住所（団体にあっては、その名称及
び主たる事務所の所在地）並びに当該支出の目的、金額及び年月日を次の例により記載すること。

政治活動費は、（その13）の２の(1)から(6)までの基準により分類し、さらに費目ごとに、組織活動費にあっては、例えば、「大会費」、「行事費」、「組織対策費」、「渉外費」、「交際費」、選挙関係費にあって
は、例えば、「公認推薦料」、「陣中見舞」、機関紙誌の発行事業費にあっては、例えば、「給与」、「材料費」、「印刷費」、「荷造発送費」、「原稿料」、宣伝事業費にあっては、例えば、「遊説費」、「新聞・ラジ
オ・テレビの広告料」、「ポスター・ビラ・パンフレットの作成費」、「宣伝用自動車の購入・維持費」、政治資金パーティー開催事業費にあっては、例えば「甲政治資金パーティー開催事業費」、「乙政治資金
パーティー開催事業費」、調査研究費にあっては、例えば、「研修会費」、「資料費」、「書籍購入費」、「翻訳代」、寄附・交付金にあっては、「寄附金」、「賛助金」、「支部交付金」、「負担金」というように、適
宜、小分類し、それぞれ別葉とすること。

　「項目別区分」欄には、「組織活動費（大会費）」というように小分類した費目まで記載すること。

その他の支出

合            計  

  記載の要領については、次のとおりとすること。

この頁の小計

　〃

   支出を受けた者の氏名
（団体にあっては、その名称）

項 目 別 区 分

支出を受けた者の住所（団体にあって
は、主たる事務所の所在地）

寄附金

　〃
　〃

支 出 の 目 的 金                        額

　〃

●国会議員関係政治団体は、１件１万円以下の支出について、こちらに合計金額を記入してください。
●その他の政治団体は、１件５万円未満の支出についてはこちらに合計金額を記入してください。

このページに記入す
る経費の小分類を、
記載要領を参考に、
必ず記入してくださ
い。

●国会議員関係政治団体は、１件１万円を超える支出についての詳細をここに記入し、それを証明する領収書等の写しを提出します。領収書等は、収支報告書
に記載してある順に並べ、重ならないよう整理して提出してください。また、領収書等の内容とここに記載されている内容を照合し、一致していることを
確認してください。

●その他の政治団体は、１件５万円以上の支出についての詳細をここに記入し、それを証明する領収書等の写しを提出します。領収書等は、収支報告書に記載
してある順に並べ、重ならないよう整理して提出してください。また、領収書等の内容とここに記載されている内容を照合し、一致していることを確認して
ください。

※領収書等の写しは、当該領収書等を複写機によりＡ４サイズの用紙に複写したものをご提出ください。



（その15）

   （３）  政 治 活 動 費 の 内 訳 　寄附・交付金 （　　　支部交付金　　　）

年 月 日 備    考

十億 百万 千 円

6 0 0 0 0 R5.2.6 香川太郎後援会Ａ支部
6 0 0 0 0 R5.2.6 香川太郎後援会Ｂ支部

1 0 0 0 0 0 R5.3.6 香川太郎後援会Ｃ支部
7 0 0 0 0 R5.4.5 香川太郎後援会Ｄ支部 高松市△△△町△△1009

1 0 0 0 0 0 R5.4.6 香川太郎後援会Ｅ支部

1 0 0 0 0 0 R5.6.6 香川太郎後援会Ｇ支部
3 0 0 0 0 0 R5.6.6 香川太郎後援会Ｈ支部

7 9 0 0 0 0
3 0 0 0 0

8 2 0 0 0 0
1

2

3
(1)
(2)
(3)

　　〃

　　〃

   支出を受けた者の氏名
（団体にあっては、その名称）

高松市△△△△△２-１

仲多度郡まんのう町◇◇824

香川郡直島町◇2628-１

支出を受けた者の住所（団体にあって
は、主たる事務所の所在地）

高松市××町１-17-28

善通寺市○○○町１-１-12

観音寺市××町７-３-18

項 目 別 区 分

金                        額

　　〃

支 出 の 目 的

支部交付金

「その他の支出」欄には、１件当たりの金額が、国会議員関係政治団体に関する特例規定が適用されていた期間に行った支出にあっては１万円以下の支出を、国会議員関係政治団体に関する特例規
定が適用されていなかった期間に行った支出にあっては５万円未満の支出を、一括してその合計金額を記載すること。

政治活動費については、１件当りの金額 （数回にわたってされたときは、その合計金額）が、国会議員関係政治団体に関する特例規定が適用されていた期間に行った支出にあっては１万円を超える支出
について、国会議員関係政治団体に関する特例規定が適用されていなかった期間に行った支出にあっては５万円以上の支出について、その支出を受けた者の氏名及び住所（団体にあっては、その名称及
び主たる事務所の所在地）並びに当該支出の目的、金額及び年月日を次の例により記載すること。

政治活動費は、（その13）の２の(1)から(6)までの基準により分類し、さらに費目ごとに、組織活動費にあっては、例えば、「大会費」、「行事費」、「組織対策費」、「渉外費」、「交際費」、選挙関係費にあって
は、例えば、「公認推薦料」、「陣中見舞」、機関紙誌の発行事業費にあっては、例えば、「給与」、「材料費」、「印刷費」、「荷造発送費」、「原稿料」、宣伝事業費にあっては、例えば、「遊説費」、「新聞・ラジ
オ・テレビの広告料」、「ポスター・ビラ・パンフレットの作成費」、「宣伝用自動車の購入・維持費」、政治資金パーティー開催事業費にあっては、例えば「甲政治資金パーティー開催事業費」、「乙政治資金
パーティー開催事業費」、調査研究費にあっては、例えば、「研修会費」、「資料費」、「書籍購入費」、「翻訳代」、寄附・交付金にあっては、「寄附金」、「賛助金」、「支部交付金」、「負担金」というように、適宜、
小分類し、それぞれ別葉とすること。

　「項目別区分」欄には、「組織活動費（大会費）」というように小分類した費目まで記載すること。
  記載の要領については、次のとおりとすること。

　　〃
　　〃

　「支出の目的」欄には、当該支出の目的を「会場借上費」、「弁当代」、「タクシー代」というように具体的に記載すること。

その他の支出

合            計  

この頁の小計

　　〃

このページに記入す
る経費の小分類を、
記載要領を参考に、
必ず記入してくださ
い。

●国会議員関係政治団体は、１件１万円以下の支出について、こちらに合計金額を記入してください。
●その他の政治団体は、１件５万円未満の支出についてはこちらに合計金額を記入してください。

●国会議員関係政治団体は、１件１万円を超える支出についての詳細をここに記入し、それを証明する領収書等の写しを提出します。領収書等は、収支報告書
に記載してある順に並べ、重ならないよう整理して提出してください。また、領収書等の内容とここに記載されている内容を照合し、一致していることを
確認してください。

●その他の政治団体は、１件５万円以上の支出についての詳細をここに記入し、それを証明する領収書等の写しを提出します。領収書等は、収支報告書に記載
してある順に並べ、重ならないよう整理して提出してください。また、領収書等の内容とここに記載されている内容を照合し、一致していることを確認して
ください。

※領収書等の写しは、当該領収書等を複写機によりＡ４サイズの用紙に複写したものをご提出ください。



（その15）

   （３）  政 治 活 動 費 の 内 訳 その他の経費（　金銭以外のものによる収入相当分　）

年 月 日 備    考

十億 百万 千 円

7 0 0 0 0 0 Ｂ山　Ｂ武 小豆郡小豆島町××2519-２

7 0 0 0 0 0
0

7 0 0 0 0 0
1

2

3
(1)
(2)
(3)

事務所の無償貸与□
□㎡を1年間

　「支出の目的」欄には、当該支出の目的を「会場借上費」、「弁当代」、「タクシー代」というように具体的に記載すること。
「その他の支出」欄には、１件当たりの金額が、国会議員関係政治団体に関する特例規定が適用されていた期間に行った支出にあっては１万円以下の支出を、国会議員関係政治団体に関する特例

規定が適用されていなかった期間に行った支出にあっては５万円未満の支出を、一括してその合計金額を記載すること。

政治活動費については、１件当りの金額 （数回にわたってされたときは、その合計金額）が、国会議員関係政治団体に関する特例規定が適用されていた期間に行った支出にあっては１万円を超える支出
について、国会議員関係政治団体に関する特例規定が適用されていなかった期間に行った支出にあっては５万円以上の支出について、その支出を受けた者の氏名及び住所（団体にあっては、その名称
及び主たる事務所の所在地）並びに当該支出の目的、金額及び年月日を次の例により記載すること。

政治活動費は、（その13）の２の(1)から(6)までの基準により分類し、さらに費目ごとに、組織活動費にあっては、例えば、「大会費」、「行事費」、「組織対策費」、「渉外費」、「交際費」、選挙関係費にあって
は、例えば、「公認推薦料」、「陣中見舞」、機関紙誌の発行事業費にあっては、例えば、「給与」、「材料費」、「印刷費」、「荷造発送費」、「原稿料」、宣伝事業費にあっては、例えば、「遊説費」、「新聞・ラジ
オ・テレビの広告料」、「ポスター・ビラ・パンフレットの作成費」、「宣伝用自動車の購入・維持費」、政治資金パーティー開催事業費にあっては、例えば「甲政治資金パーティー開催事業費」、「乙政治資金
パーティー開催事業費」、調査研究費にあっては、例えば、「研修会費」、「資料費」、「書籍購入費」、「翻訳代」、寄附・交付金にあっては、「寄附金」、「賛助金」、「支部交付金」、「負担金」というように、適
宜、小分類し、それぞれ別葉とすること。

　「項目別区分」欄には、「組織活動費（大会費）」というように小分類した費目まで記載すること。

その他の支出

合            計  

  記載の要領については、次のとおりとすること。

この頁の小計

   支出を受けた者の氏名
（団体にあっては、その名称）

項 目 別 区 分

支出を受けた者の住所（団体にあって
は、主たる事務所の所在地）

金銭以外のものによ
る寄附相当分

R5.1.1～
R5.12.31

支 出 の 目 的 金                        額

労務や事務所の無償提供を受けた場合、様式（その７）に収入として記載の上、様式（その
15）に、経理上の処理のため収入と同額を計上してください。
さらに、領収書を徴し難かった支出の明細書にも同内容を記載してください。

●国会議員関係政治団体は、１件１万円以下の支出について、こちらに合計金額を記入してください。
●その他の政治団体は、１件５万円未満の支出についてはこちらに合計金額を記入してください。



（その16）

   （４）  本部又は支部に対して供与した交付金に係る支出の内訳

年 月 日 備    考

十億 百万 千 円

6 0 0 0 0 R5.2.6 香川太郎後援会Ａ支部

6 0 0 0 0 R5.2.6 香川太郎後援会Ｂ支部

1 0 0 0 0 0 R5.3.6 香川太郎後援会Ｃ支部

7 0 0 0 0 R5.4.5 香川太郎後援会Ｄ支部高松市△△△町△△1009

1 0 0 0 0 0 R5.4.6 香川太郎後援会Ｅ支部

3 0 0 0 0 R5.5.6 香川太郎後援会Ｆ支部

1 0 0 0 0 0 R5.6.6 香川太郎後援会Ｇ支部

3 0 0 0 0 0 R5.6.6 香川太郎後援会Ｈ支部香川郡直島町◇2628-1

8 2 0 0 0 0

8 2 0 0 0 0

さぬき市□□123

仲多度郡まんのう町◇◇824

善通寺市○○○町１-１-12

観音寺市××町７-３-18

高松市××町１-17-28

高松市△△△△△２-１

金                         額

寄附・交付金

　　 〃

　　 〃

交付金の供与を受けた
本部又は支部の名称

当該政治団体の本部又は支部に対して供与した交付金に係る支出については、（その13）に掲げる分類基準による支出項目ごとに、 その本部又は支部の名称及び主たる事務所の所在地並びに当該交付
金の金額及び供与した年月日を該当欄に記載すること。

主たる事務所の所在地支 出 項 目

この頁の小計

　　 〃

合            計

　　 〃

　　 〃

　　 〃

　　 〃

（その13）の「備考」欄の合計と一致します。

この様式は、本部又は支部を持たない単独の政治団体は不要です。

（その13）の項目



資  産  等  の  有  無

無 備            考

ア □

イ □

ウ □

エ □

オ □

カ □

キ □

ク □

ケ □

コ □

サ □

シ □

（その17）

有 価 証 券

出 資 に よ る 権 利

資 産 等 の 項 目 別 区 分

土 地

建 物

建 物 の 所 有 を 目 的 と す る 地 上 権 又 は 土 地 の 賃 借 権

資　産　等　の　状　況

取 得 の 価 額 が 100 万 円 を 超 え る 動 産

□

有

□

□

□

□

１  資産等の総括表

12月31日において有する資産等（土地、建物、建物の所有を目的とする地上権又は土地の賃借権、取得の価額が100万円を超える動産、預金（普通預金及び当座預金を除く。（その18）
において同じ。）又は貯金（普通貯金を除く。（その18）において同じ。）、金銭信託、有価証券、出資による権利、貸付先ごとの残高が100万円を超える貸付金、支払われた金額が100万円を
超える敷金、取得の価額が100万円を超える施設の利用に関する権利及び借入先ごとの残高が100万円を超える借入金をいう。（その18）において同じ。）については、これらの項目ごとの有
無について「□」内に「✔」を記入すること。

預金（普通預金及び当座預金を除く。）又は貯金（普通貯金

を除く。）

金 銭 信 託

□

□

□

□

□

□

□

取得の価額が100万円を超える施設の利用に関する権利

借 入 先 ご と の 残 高 が 100 万 円 を 超 え る 借 入 金

貸 付 先 ご と の 残 高 が 100 万 円 を 超 え る 貸 付 金

支 払 わ れ た 金 額 が 100 万 円 を 超 え る 敷 金



（その18）
2  資産等の項目別内訳

 資 産 等 の 内 訳 　借入金
備    考

十億 百万 千 円

9 0 0 0 0 0 0

2

1

ア　土地 3

イ　建物 4

ウ　建物の所有
　　を目的とす
　　る地上権又
　　は土地の賃
　　借権
エ　動産 5

項 目 別 区 分

摘      要 金                        額 年 月 日

Ａ鍋　Ａ子

取得の価額が100万円を超える動産については、品目、数量、取得の価額及び取得年月日を
記載するものとし、記載の要領は、品目を「摘要」欄に「自動車」、「絵画」、「応接セット」とという
ように記載し、数量を「備考」欄に記載すること。

オ　預金又は
　　 貯金
カ　金銭信託

キ　有価証券

ク   出資による
　　 権利

ケ　貸付金

コ　敷金

サ　施設の利用
　　 に関する権
　   利

シ　借入金

預金又は貯金については、 残高を記載するものとし、「摘要」 欄には、「残
高」 と記載すること。
金銭信託については、 信託している金銭の額及び信託の設定年月日を記
載するものとし、「摘要」欄には、「金銭信託」 と記載すること。
金融商品取引法第２条第１項及び第２項に規定する有価証券については、
種類、銘柄、数量、取得の価額及び取得年月日を記載するものとし、記載
の要領は、種類を「摘要」欄に「国債」、「株式」、「社債」というように記載し、
銘柄及び数量を「備考」欄に「何年何月発行10年国債（額面100万円）」、
「甲株式会社発行株式（1,000株）」というように記載すること。
出資による権利については、出資先、出資先ごとの金額及び出資年月日を
記載するものとし、記載の要領は、出資先を「摘要」欄に「甲合名会社」、「乙
合資会社」 というように記載すること。
貸付先ごとの残高が100万円を超える貸付金については、貸付先及び貸付
先ごとの残高を記載するものとし、記載の要領は、貸付先を「摘要」欄に「甲
野太郎」、「乙政治団体」というように記載すること。
支払われた金額が100万円を超える敷金については、支払先、敷金の額及
び支払年月日を記載するものとし、記載の要領は、支払先を「摘要」欄に
「甲野太郎」、「乙株式会社」というように記載すること。
取得の価額が100万円を超える施設の利用に関する権利については、種
類、対象となる施設の名称、取得の価額及び取得年月日を記載するものと
し、記載の要領は、種類を「摘要」欄に「ゴルフ場会員権」、「スポーツクラブ
会員権」というように記載し、施設の名称を「備考」欄に「甲カントリークラ
ブ」、「乙会員制スポーツクラブ」というように記載すること。
借入先ごとの残高が100万円を超える借入金については、借入先及び借入
先ごとの残高を記載するものとし、記載の要領は、借入先を「摘要」欄に「甲
銀行（乙支店）」 というように記載すること。

１のアからエまで、キ及びサの資産で政治団体が政治団体となった日（法第３条第１項各号又
は法第５条第１項各号の団体となった日（同項第２号の団体にあっては法第６条の２第２項前段
の規定による届出がされた日） をいう。以下同じ。）前に取得したものについて、その取得の価
額が明らかでない場合は、その旨を「備考」欄に記載するとともに、取得時における時価に見
積った金額を記載し、その金額が見積額である旨を付記するものとし、取得の価額及び取得年
月日が明らかでない場合は、その旨を「備考」欄に記載するとともに、当該政治団体が政治団体
となった年月日及び当該年月日における時価に見積った金額を記載し、その年月日が政治団
体となった年月日である旨及びその金額が見積額である旨を付記すること。また、取得年月日
が明らかでない場合は、その旨及び当該政治団体が政治団体となった年月日を「備考」欄に記
載すること。

１のク及びコの資産で政治団体が政治団体となった日前の取得に係るものについて、その取
得年月日が明らかでない場合は、その旨及び当該政治団体が政治団体となった年月日を「備
考」欄に記載すること。

１のアからエまで、キ及びサの資産で政治団体が政治団体となった日から平成元年12月31日
までに取得したものについて、その取得の価額が明らかでない場合は、その旨を「備考」欄に記
載するとともに、取得時における時価に見積った金額を記載し、その金額が見積額である旨を
付記するものとし、取得の価額及び取得年月日が明らかでない場合は、その旨を「備考」欄に記
載するとともに、平成５年１月１日における時価に見積った金額を記載し、その金額が平成５年１
月１日における時価見積額である旨を付記すること。また、取得年月日が明らかでない場合は、
その旨及び当該政治団体となった年月日を「備考」欄に記載すること。

　１のク及びコの資産で政治団体が政治団体となった日から平成元年12月31日までの取得に係
るものについて、その取得年月日が明らかでない場合は、その旨及び当該政治団体が政治団
体となった年月日を「備考」欄に記載すること。

12月31日において有する資産等の内訳については、次の例により項目別に分類したうえで記載し、それぞれ別
葉とすること。 なお、「項目別区分」欄には、これらの区分を記載すること。

土地については、所在、面積、取得の価額及び取得年月日を記載するものとし、記載の要領
は、所在を「摘要」欄に「香川県高松市○○町１丁目１番地１号」というように記載し、面積を「備
考」欄に「100㎡」というように記載すること。
建物については、所在、床面積、取得の価額及び取得年月日を記載するものとし、記載の要
領は、所在を「摘要」欄に「香川県高松市○○町１丁目１番地１号」というように記載し、床面積
を「備考」欄に「100㎡」というように記載すること。
建物の所有を目的とする地上権又は土地の賃借権については、当該権利に係る土地の所
在、面積、権利の取得の価額及び取得年月日を記載するものとし、記載の要領は、所在及び
地上権又は賃借権の別を 「摘要」 欄に 「香川県高松市○○町１丁目１番地１号 （地上権）」と
いうように記載し、面積を「備考」欄に「100㎡」というように記載すること。

記入要領を参考にして記入してください。
借入金については12月31日現在での借入残高を記入し、借入年月
日を記載する必要はありません。



政 治 団 体 の 名 称 香川太郎後援会

会計責任者の氏名 香川　花子

代 表 者 の 氏 名
（解散の場合のみ）

1

2
3

（その20）

１．　領　収　書　等　の　写　し

         添    付    書    類  　　  （別添のとおり）

３．　政治資金監査報告書（国会議員関係政治団体に限る。）

２．　監査意見書（政党本部及び政治資金団体に限る。）

宣  　　　  誓 　　　   書

　　この報告書は、政治資金規正法に従って作成したものであって、真実に相違ありません。

令和 ６   年     １ 　   月     ７ 　   日

この報告書を提出する際には、政党又は政治資金団体にあっては監査意見書及び領収書等の写し、国会議員関係政治団体（当該年中において一部の期間のみ国会議員関
係政治団体に関する特例規定が適用されていたものを含む。）にあっては政治資金監査報告書及び領収書等の写し、その他の政治団体にあっては、領収書等の写しを提出す
ること。なお、第９条第２項第１号に掲げる場合にあっては、振込明細書の写しを当該振込明細書に係る支出目的書と併せて提出すること。

　解散の場合のみ、代表者も記名押印又は署名をすること。

  会計責任者本人が提出する場合にあっては本人確認書類の提示又は提出を、その代理人が提出する場合にあっては当該代理人の権限を証する書面及び本人確認書類の
提示又は提出を行ってください。ただし、会計責任者本人の署名その他の措置(例えば記名押印）を講ずる場合は、この限りではありません。

香
川解散をする団体については、解散の年の収支報告書に代表者の

記名押印又は署名をお願いします。解散しない場合は、記入し
ないでください。

日付（特に年）の記載にご注意ください。

会計責任者の記名押印又は自筆署名等をお願いします。
その他の方法については、収支報告書記載要領P11を
御確認ください。



領収書等を徴し難かった支出の明細書

百万 千 円

5 0 0 0 0 0 R5.5.22 口座引落のため
7 0 0 0 0 0

R5.1.1～
R5.12.31 金銭以外による支出であるため

　香川太郎後援会
　香川　花子

1 　この用紙の大きさは、日本産業規格Ａ列４番とすること。
2   会計責任者本人が提出する場合にあっては本人確認書類の提示又は提出を、その代理人が提出する場合にあっては当該代理人の権限を証する書面及び本人確認書類の提示又は

3 　「支出の目的」欄のうち「項目」には、収支報告書（その13）の例により分類して記載すること。

4 　「摘要」には、収支報告書（その14）または（その15）の対応する「支出の目的欄」に記載した事項を記載すること。

項          目

機関紙誌の発行事業費

その他の経費

用紙代

支    出    の    目    的
年 月 日

 提出を行ってください。ただし、会計責任者本人の署名その他の措置(例えば記名押印）を講ずる場合は、この限りではありません。

政 治 団 体 の 名 称

会 計 責 任 者 の 氏 名

金                             額

金銭以外のものによる寄附相
当分

摘          要
領収書等を徴し難かった事情

香
川

（その13）の項目 （その14）または（その15）の支出の目的

領収書等を徴し難い事情とは、事実上又は社会通念上、客観的に領収書等を徴することが困難
な場合をいい、具体的には香典・祝儀、金銭以外の支出、バス・電車等の交通機関の利用や自
動販売機での購入、振込の方法による支出及び口座振替の利用をいいます。なお、振込の方法
による支出で振り込み明細書がある場合には次ページの記載例を参照してください。
領収書の紛失は領収書等を徴し難い事情に当たりませんので、支払い先に再発行の依頼をする
等の対応をお願いします。



項　　　目 摘　　　要

組織活動費 会場借上費

政治団体の名称　香川太郎後援会
１　この用紙の大きさは日本産業規格Ａ列４番とすること。
２　「支出の項目」欄には、収支報告書（その13）の例により分類して記載すること。

５　支出の目的に対応する振込明細書の写し（当該振込明細書を複写機により日本産業規格Ａ列４番の用紙に複写したものに限る。）と併せて提出すること。

３　「摘要」欄には、収支報告書(その14）または（その15）の対応する「支出の目的」欄に記載した事項を記載すること。
４　支出の目的ごとに別葉とすること。

振込明細書に係る支出目的書

支　出　の　目　的

（その13）の項目

振込明細書がある場合は、こちらに記入の上、振込明細書の写しと併せて提出してください。
ただし、振込明細書に支出の目的が記載されているとき（会計責任者による追記も差し支えな
い。）は、当該振込明細書の写しの提出のみで足り、振込明細書に係る支出目的書を作成・提
出することは不要です。

（その14）又は（その15）の支出の目的


